
平成25年３月６日（水）過疎・人権対策特別委員会（付託）

 平成25年２月定例会  過疎・人権対策特別委員会（付託）

平成25年３月６日（水）

〔委員会の概要〕

藤田委員長

　ただいまから、過疎・人権対策特別委員会を開会いたします。（10時39分）

　直ちに議事に入ります。

　本日の議題は当委員会に係る付議事件の調査についてであります。付議事件につきまし

ては、お手元に御配付の議事次第のとおりであります。

　まず、理事者において説明または報告すべき事項があれば、これを受けることといたし

ます。

【説明事項】

　○　追加提出案件について（資料①）

小谷保健福祉部長

　２月定例会に追加提出いたしております過疎・人権対策関係の案件につきまして、御説

明申し上げます。

　私のほうからは一般会計予算及び特別会計予算の総括並びに保健福祉部関係について、

御説明させていただきます。

　それでは、お手元に御配付の過疎・人権対策特別委員会説明資料（その３）の１ページ

をお願いいたします。

　まず、一般会計の総括表でございます。関係する５部局におきまして予算の補正をお願

いいたしております。総括表の一番下の計の欄に記載しておりますとおり、今回20億

3,767 万 5,000 円の減額補正をお願いするものでございまして、補正後の予算総額につき

ましては 388 億 1,845 万 1,000 円となっております。

　最上段に記載しております保健福祉部関係につきましては、19億 9,860 万 7,000 円の減

額補正をお願いするものでございまして、補正後の予算総額につきましては 384 億 9,731

万 9,000 円となっております。財源につきましては財源内訳欄に記載のとおりでございま

す。

　続きまして、２ページをお願いいたします。

　特別会計の総括表でございます。総括表の一番下の計の欄に記載しておりますとおり、

今回 6,002 万 7,000 円の減額補正をお願いするものでございまして、補正後の予算総額は

８億 1,587 万 3,000 円となっております。その内容につきましては、福祉こども局こども

未来課で所管しております母子寡婦福祉資金貸付金特別会計で 6,002 万 7,000 円の減額補

正をお願いするものでございまして、補正後の予算総額につきましては１億 6,025 万円と

なっております。

　続いて、３ページをごらんください。

　ここからは部別主要事項説明でございます。保健福祉部関係におきましては、人権推進

課を初め７課で予算の補正をお願いしております。主なものについて順次、御説明させて
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いただきます。

　初めに、人権推進課関係でございます。人権施策推進費の摘要欄①人権啓発推進費の減

により、人権推進課合計といたしましては 854 万 1,000 円の減額となっております。

　次に、福祉こども局地域福祉課関係でございます。社会福祉総務費の摘要欄①の社会福

祉振興対策費の増により、福祉こども局地域福祉課の合計といたしましては 7,031 万円の

増額となっております。

　次に、福祉こども局こども未来課関係でございます。４ページをお願いいたします。

　母子福祉費の摘要欄①のイ、母子家庭自立支援給付費補助金 7,719 万 1,000 円の減額は、

母子家庭の母親の安定的な就業促進を図るための母子家庭高等技能訓練促進費が、当初見

込みを下回ったことによるものであります。児童福祉施設費の摘要欄①児童福祉施設整備

事業費 5,434 万 2,000 円の減額につきましては、保育所施設整備事業等の額の確定による

ものであります。福祉こども局こども未来課の合計といたしましては２億 1,501 万円の減

額となっております。

　５ページをお願いいたします。

　福祉こども局障害福祉課関係でございます。障害者福祉費の摘要欄②の障害者地域生活

支援費の減により、福祉こども局障害福祉課合計といたしましては 575 万 1,000 円の減額

となっております。

　次に、医療健康総局医療政策課関係でございます。医務費の摘要欄①のア、医療提供体

制確保総合対策事業費の５億 4,632 万 6,000 円の減につきましては、県立三好病院の救急

医療機能整備に対する補助金等について、事業の進捗状況によりまして減額補正を行うも

のであります。医療健康総局医療政策課の合計といたしましては６億 5,087 万 8,000 円の

減額となっております。

　６ページをお願いいたします。

　医療健康総局健康増進課関係でございます。公衆衛生総務費の摘要欄①のア、小児等医

療給付事業費につきましては、小児慢性特定疾患の医療給付費等が当初見込みを下回った

ことによりまして、 5,089 万 5,000 円の減額となっており、医療健康総局健康増進課合計

といたしましては 7,335 万 7,000 円の減額となっております。

　次に、医療健康総局長寿保険課関係でございます。老人福祉費の摘要欄①のア、後期高

齢者医療給付費負担金でございますが、これは、医療費の伸びが当初見込みを下回ること

から、２億 6,000 万 1,000 円の減額補正を行うものであります。

　７ページをお願いいたします。

　摘要欄⑦のイ、介護保険財政安定化基金事業費につきましては、市町村に対する貸付金

の所要額見込みにより、２億 2,542 万 8,000 円の減額補正を行うものであります。医療健

康総局長寿保険課合計といたしましては11億 1,538 万円の減額となっております。

　以上、保健福祉部関係では最下段に記載のとおり、補正前の額 404 億 9,592 万 6,000 円

に対しまして、今回補正額19億 9,860 万 7,000 円の減額となり、補正後の予算額につきま

しては 384 億 9,731 万 9,000 円となっております。

　続いて、８ページをお願いいたします。

　（イ）特別会計でございます。福祉こども局こども未来課におきまして、母子寡婦福祉

資金貸付金特別会計について貸し付け申し込み額が当初見込みを下回ったことにより、
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6,002 万 7,000 円の減額となっております。

　次に説明資料の最終ページ、14ページをお願いいたします。

　繰越明許費でございます。上段の福祉こども局こども未来課の児童福祉施設整備事業費

におきましては、民間保育所等の増改築などの工事完了予定が次年度になる見込みであり

ますことから、６億 3,720 万 9,000 円の繰り越しをお願いするものであります。その下の

医療健康総局長寿保険課の老人福祉施設整備事業費におきましては、小規模特別養護老人

ホームの整備工事の完了予定が次年度になりますことから、 5,220 万円の繰り越しをお願

いするものであります。合計といたしまして、２つの課で６億 8,940 万 9,000 円をお願い

いたしております。

　以上が２月定例会に追加提出いたしております保健福祉部関係の案件でございます。よ

ろしく御審議賜りますよう、お願い申し上げます。

石井地域振興総局長

　続きまして、政策創造部関係で追加提出いたしました案件につきまして、御説明申し上

げます。

　お手元の説明資料１ページをお開きください。

　一般会計歳入歳出予算についてでございます。政策創造部の補正額は総括表の上から２

段目の政策創造部に記載のとおり、 200 万円の増額をお願いいたしております。補正後の

予算額は 250 万円となっております。

　次に、９ページをお開きください。

　政策創造部の補正予算の内容についてでございますが、表の地域振興総局市町村課集落

再生室、地域振興対策費の摘要欄①過疎等振興費におきまして会議開催費用の所要見込み

の確定に伴い、 200 万円を増額することといたしたものでございます。

　以上でございます。御審議のほど、よろしくお願い申し上げます。

妹尾県民環境部長

　続きまして、県民環境部関係で追加提出いたしました案件につきまして、御説明申し上

げます。

　お手元の説明資料１ページをお開きください。

　一般会計歳入歳出予算についてでございます。県民環境部の補正額は総括表の中段、県

民環境部の左から３列目に記載のとおり57万 4,000 円の減額をお願いいたしておりまして、

補正後の予算額は 2,153 万 9,000 円となっております。財源につきましては財源内訳欄に

記載のとおりでございます。

　10ページをお開きください

　今回の県民環境部関係の補正予算の内容につきまして、御説明申し上げます。県民スポ

ーツ課関係でございます。（目）体育振興費の摘要欄①県民総体育推進費におきまして、

所要見込み額の確定に伴い57万 4,000 円を減額することとし、補正後予算額は 2,153 万

9,000 円となっております。

　今議会に追加提出いたしております県民環境部関係の案件は以上でございます。御審議

のほど、よろしくお願い申し上げます。
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久住商工労働部副部長

　今議会に追加提出しております商工労働部関係の案件につきまして、御説明申し上げま

す。

　お手元の委員会説明資料（その３）の１ページをごらんください。

　商工労働部の平成24年度一般会計歳入歳出予算につきましては、表の中段に記載のとお

り 2,669 万 2,000 円の減額をお願いしておりまして、補正後の予算額は 5,508 万 7,000 円

となっております。

　11ページをごらんください。

　部別主要事項につきまして御説明させていただきます。労働雇用課、産業人材育成セン

ターでございます。雇用促進費の摘要欄の①職場適応訓練補助事業におきまして、職場適

応訓練の事業実績見込みに伴いまして、 2,669 万 2,000 円の減額を行うものでございます。

　以上でございます。御審議のほど、よろしくお願い申し上げます。

佐野教育長

　続きまして、教育委員会関係の追加提出案件につきまして、御説明申し上げます。

　お手元の委員会説明資料の１ページをお開きください。

　一般会計歳入歳出予算総括表でございます。教育委員会関係の補正額は総括表の下から

２段目にございますように 1,380 万 2,000 円の減額となりまして、補正後の予算額は２億

3,899 万 4,000 円となっております。財源につきましては財源内訳欄に記載のとおりでご

ざいます。

　12ページをお開きください。

　補正予算の内容についてでございます。まず学校政策課関係でございますが、教育指導

費におきまして、②学校教育振興費のア、道徳教育総合支援事業の国庫委託金の額の決定

等に伴いまして、総額で 773 万 6,000 円の減額となっております。

　次に特別支援教育課関係でございますが、教育指導費におきまして、①特別支援教育振

興費のア、とくしま特別支援トータルネットワーク事業の国庫委託金の額の決定に伴いま

して、91万 8,000 円の減額となっております。

　続きまして人権教育課関係でございますが、教育指導費におきまして、③国庫返納金の

所要見込額の決定等に伴いまして、総額で64万 2,000 円の増額となっております。

　13ページをごらんください。

　最後に生涯学習政策課関係でございますが、社会教育総務費におきまして、②青少年教

育費のア、放課後子ども教室推進事業の市町村補助金の決定等に伴いまして、総額で 579

万円の減額となっております。

　以上でございます。御審議のほど、どうぞよろしくお願いいたします。

藤田委員長

　以上で説明は終わりました。

　それでは質疑をどうぞ。
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来代委員

　簡単に伺います。この過疎対策の特別委員会に人権がついておりますんで、過疎地に住

んでいる人の人権、あるいは生きるための力っていうんが大いに議論されるべき委員会で

あろうと思います。そういう意味において、一番偉いのは石井さんが総局長で、過疎で偉

いんかいな、縦割り行政あるいは、もうよその部のことは知らんわとかでなしに、過疎と

人権の中でまとめて答弁してもらって、それぞれの部でやるんだったら、例えば土木関係

だったら県土整備委員会でやってくれとか、過疎でも農林関係だったら経済委員会でやっ

てくれとかいうことのないように、一体感のある委員会だと、とっとってもよろしいんで

しょうか。一番偉い人、答えてくれませんか。

石井地域振興総局長

　先ほど予算案についても御説明させていただきましたとおり、新たな過疎対策というこ

とで検討させていただいたところでございます。これにつきましては、庁内のすべての部

局にもいろいろ御相談なりさせていただく中で取りまとめたものでございまして、そうし

た一体感を持って取り組んでいるところでございます。

来代委員

　田舎でおったら一つはスギ花粉症、もう一つは田舎の人は何かようわからんので、ＰＭ

2.5 やいうたら午後２時50分にオスプレイが爆弾でも落とすんかと勘違いする人もおられ

ますし、とにかく田舎におると中国には黄砂と大気汚染で悩まされ、きょうからはアメリ

カのオスプレイで悩まされる。もちろん総務委員会でやるべきことでありましょうけども、

子供と年寄り、病人は騒音で寝れんと言うし、あるいは落ちてきたら逃げる道もないと言

うし、やっぱりそこで生活しとる人のためにオスプレイ対策、ＰＭ 2.5 対策というものに

ついて、どういった対策を考えてくれとんでしょうかね。これは部が違うからよそのこと

じゃと、石井さんとかここの部長級はとらえとんでしょうかね。

小谷保健福祉部長

　ただいま来代委員のほうから、オスプレイまたＰＭ 2.5 といったところで県民全体の重

要な課題ではありますが、とりわけ過疎地域におきましても高齢者の方が多いといったと

ころで、そうしたオスプレイなどいろんな県民生活への大きな影響が考えられる場合につ

いて、当委員会の我々関係部局がどのように取り組んでいるのかという趣旨でお尋ねであ

ろうかと思っております。

　県におきましては、まずオスプレイは突然の米軍等からの通告もあって、昨日、早速各

部連携のもとでどのように対応していくかということで情報の収集、共有を図ったところ

であります。今後につきましては関係方面へ強く申し入れるべきことも含め、庁内一丸と

なって情報収集と今後の対応について取り組みを既に昨日から進めているところでありま

す。

　またＰＭ 2.5 の対策につきましては、さきの本会議におきまして御質問いただいて、健

康被害が心配されますことから、まず県内におけます観測体制を十分はっきりさせる。ま

た高齢者、子供たちへの情報提供、速やかな対策が必要でありますので、すだちくんメー
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ルを通じて、いかに県民の皆様方に迅速に的確に情報を提供するか、そういったところも

全庁的な体制を今進めているところでありますので、今後も県庁一丸となって、過疎地域

を含めて県民の方々への安全・安心といったテーマについて、しっかりと取り組んでまい

りたいと、このように考えております。

来代委員

　過疎地は消防も少ないし、消防団員も少ないし、病院も少ないっていうことで、もしも

のときの対策は慎重に、今から万全の体制を組んどってほしいことを強く申し込んでおき

ますけれども、それはまた石本さんが答えるんかな、それでお願いしておきます。

　同時に、この予算書を見たら、皆さん予算ようけ組んでくれとるけども、県土整備部と

農林水産部の予算がないんですよね。ゼロなんです、補正なんか見ましてもね。 301 万

2,000 円だけで、補正ゼロとかね。特に過疎地を代弁いたしますと、四、五日前の徳島新

聞には山城町白川谷川が地すべりで大変で、いかにももう崩壊寸前と大きく取り上げられ

ました。ところが過疎地ではああいう山城町白川谷川だけじゃなくて、井川町においても

池田町漆川においても、今テレビ、新聞が三連動地震対策で津波だとか、大きな金額、予

算がどんどんどんどんついてくるものの、過疎地においては山津波、いつ山が崩れるかわ

からない。雨が降るたびに心配で、毎日毎日雨が降るたびにどこに逃げようかと荷物をつ

くって心配する人が、地震、津波が来る海岸縁の人より少ないけども、一人一人の人間が

大事だと、皆さん心配なさっとんですよ。ところが農林にもこれだけ公共工事がふえると

いっても予算の追加がない。県土整備部も補正がない。この地すべり対策について一体ど

う思っておられるのか。徳島新聞でもあれだけ大きく取り上げておりました。山城町だけ

が地すべりがあるのか、三好市全体がもっともっと地すべりするのか、どのように把握さ

れておられるか、農林水産部そして県土整備部の偉い人にお聞きしたいんですが。過疎地

では何割の町、どこの町で、どれだけ地すべりで、安心できるところはどこかということ

をお願いします。農林水産部と県土整備部と分けて、お願いします。

峯本農林水産部副部長

　委員から御意見ございましたように、過疎地域におけます地すべり対策、防災事業とい

うものは非常に重要なウエートを占めています。農林水産部におきましても地すべり対策

は重点的な対策ということで進めておりまして、地すべり地の指定につきましては、ほぼ

100 ％が過疎地域に集中しているという状況でございます。今お話もございましたように、

平成23年の台風12号、15号の集中豪雨によりまして、特にお話のありました井川町でも甚

大な地すべりが発生して、市道の分断、それから住んでおる方が一時避難したということ

もございました。その対策につきましては23年度の発災直後から災害復旧事業それから災

害関連事業、現在におきましては地すべり対策事業によりまして、集中的な対策をやって

いるという状況でございます。

長野県土整備部次長

　委員からのお話でございますけれど、県土整備部におきましても地すべり対策を初めと

する治山事業は大変重要な事業と考えてございます。まず指定地の状況でございますが、
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国土交通省所管の地すべり防止区域の指定につきましては、準過疎地域を含みますけども、

約９割が過疎地域でございます。あと１点、山城町以外ということでございますが、委員

からもお話ございましたが、井川町で23年９月の台風で数箇所の崩壊等がございました。

ということで災害関連の事業を入れましたり、地すべり事業を入れまして、ハード・ソフ

トの整備を進めているところでございます。

来代委員

　私が聞いたのは、それとともに広さどれぐらいあるんですかと。総面積でどれぐらいあ

って、過疎地が 100 ％と言ってくれても、徳島県内の何％がそういう地すべりの危険地帯

で、そして何戸ぐらいが心配しとるかという数字を出してください、両部で。

戸根建設管理課長

　県土整備部でございますけれども、本県の地すべり防止区域は県下で 432 カ所、これは

国土交通省所管でございます。総面積は約２万 3,000 ヘクタールでございます。このうち、

先ほど次長からも御答弁いたしましたように、91％が過疎地域でございまして、面積は約

２万 1,000 ヘクタールとなってございます。

来代委員

　何戸ぐらい住んどんですか。

戸根建設管理課長

　申しわけございません。戸数については今手元に資料がございません。また後ほど御報

告させていただきたいと思います。

峯本農林水産部副部長

　農林水産省所管の地すべり地域は県内で約１万 8,480 ヘクタールでございます。そのう

ち１万 8,362 ヘクタールが過疎地域に入っておりまして、99.4％という状況でございます。

来代委員

　４万ヘクタールが過疎地域で地すべりなんですよね。ほんでこれ、何するったって、予

算書見たら地すべり対策とか防災対策の予算が一つも入ってない。これは逆に言うたら、

知事の方針とは思いませんけども、これは助からない命だから予算組まなんだんですか。

それとも、もうちょっと予算を組んで助かる命に入れてもらえるんですか。その辺の計画

っていうのはどうなっとんですか。

藤田委員長

　小休します。（11時04分）

藤田委員長

　再開いたします。（11時04分）
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来代委員

　今も何か言うと、これは県土整備部で、農林水産部でとなる。この縦割りが結果的に、

そこにおられる過疎地の土地を一生懸命守って、そこで住んできた人の生活が忘れられと

んですよ。これが堂々と、今、委員長、副委員長がおっしゃったように、たとえこれが県

全体のことであろうとも、すぐに答えられるような、皆さんがその数字を把握していない。

余りにも過疎地をばかにしないでほしいというのが私の本心の願いであります。

　それで過疎地ではどういった結果か、消防団員すらも１人減り、２人減り、消防団の維

持も今までは40歳を超えたら消防団をやめてもいけよった。今は65歳が来ても消防団に入

らなんだら、やっていけない。そこまで人がいなくなって、公共工事に携わる人たちも手

伝ってくれない。やっぱりここはこの過疎対策の石井総局長の連携のもとに、県土整備部

長も農林水産部もおられますから、もっと真剣に過疎地の消防団員の確保、そしてそこに

住んどる人を守るための工事を早急に進めてほしいんです。

　そこであえてお伺いいたしますが、過疎地のこれだけある地すべりで心配しよる人のた

めに、技師がおらんだの、あるいは書類が不備だのというのを踏み越えて、今の三連動地

震対策と同じぐらい、きちんとした地すべり対策の工事に早急に取りかかってほしいと思

うんでありますが、過疎地はほっとかれるんか、過疎地にもっとやってくれるんか。これ

は、委員長よろしいですな。きちんとお答えください。

長野県土整備部次長

　委員からのお話でございますけれど、過疎地域につきましての自然、経済的な話あるい

は社会的な条件が、非常に不利な条件がございます。そういった中で地すべり等の土砂災

害を初めとしまして危険性も高いといったことで、また高齢化も進んでいるということで、

大変厳しい環境に置かれていることは十分認識してございます。特に本県の過疎地域にお

きましては、一つは建設業の就業人口あるいは生産額の比率を見ましても、過疎地域とい

うのは非常に高い、建設産業が一つの大きな基幹産業であるといったこともございます。

といったことで、災害時の復旧活動あるいは地元の経済活動になくてはならない産業とい

うことでございます。地すべり対策事業を初め、こういった事業をしっかりとやっていく

ためにも、建設業の育成を初めとしまして危険な箇所、緊急性のあるところから十分対応

してまいりたいと考えてございます。

峯本農林水産部副部長

　過疎地域におけます建設業というものは、１次産業であります農林水産業と同様、地域

の方にとっては基幹産業でございます。ましてや、その住んでおられる方の安心・安全と

いうものを確保するのは我々として当然のことでありますので、今回の２月補正で国の補

正にも追随したり、それから当初予算でもしっかり予算を確保して、地すべり対策をしっ

かりやっていくという決意でおりますので、よろしくお願いいたします。

来代委員

　そしたら、ちょうど海野県土整備部長さんもおられますし、農林水産部の偉い人もおら
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れますんで、どうですか、ことしも繰越額がいっぱいありますわね、県土整備部も農林水

産部も。これ、あえて繰り越さずに、きょうから早急にこの金を過疎地の地すべり対策に

使うと。海野部長いかがですか。そうやって、全部は使わんでいいけども、この繰越額の

中から２億でも３億でも５億でも、とにかく過疎地の地すべり防止対策事業に優先的に使

うと、ちょっと一言おっしゃってもらえませんかね。

長野県土整備部次長

　地すべり対策事業、繰り越しを回してでもやれないかというようなお話でございます。

地すべり対策事業を初めとしまして、この２月の議会におきましても先議で補正をいただ

いてございます。来年度当初を含めまして、今年度の事業費の 1.4 倍ほどを確保いたしま

して、積極的にやってきたと考えてございます。公共事業はほとんどが補助事業等でござ

いまして、財源なり国費というのがございますので、繰り越す予算をほかに回すというの

は非常に厳しいものがございますが、今回いただいた補正予算ですとか来年度当初予算、

切れ目なく、しっかりとやってまいりたいと思っておりますので、よろしくお願いいたし

ます。

来代委員

　それとついでに、建設管理課長さん、やっぱり田舎では皆さんがこれまで何年かにわた

って業者いじめのような結果になった、いじめかどうかわかりませんよ、業者を厳しい環

境に追い込んだ結果かどうかわかりませんけども、作業員が少ない、技師がいない、今は

とにかく何をやるにも規則、規則で、入札方法も毎年毎年変わって大変なんですよ。だか

ら過疎地においてはそういったものはある程度県のほうでカバーしてあげて、１カ所に１

人の技師が24時間とかいろいろありましょうけども、入札もどうのありましょうけども、

とにかく業者のためでなく地元の人たちの心配、不安を取り除いて、そして工事はダンピ

ングをしてやっとするんでなしに、公共工事は少々そこに経費がかかっても、そこに働く

人の収入とそこに働く人たちが税金を納められる、保険を掛けられる、そういう意味の公

共工事であってほしいんであります。それだけに、そういった厳しいんでなしに、少々余

裕を持って、温かい土木行政で取り組んでいってほしいんですが、いかがですか。

戸根建設管理課長

　ただいま委員から過疎地域の建設企業の育成といったような御質問をいただきました。

近年、公共投資の減少、それから長引く不況等の影響によりまして、建設企業は厳しい経

営環境に置かれております。また入札制度におきましてはダンピング対策はもちろんのこ

と、建設企業の健全な競争環境の整備といったことで、これまでもさまざまな改革を実施

してきたところでございます。またこの補正等の予算に伴う工事量の集中、これによりま

す入札の不調等が懸念されますことから、また人材の不足なども心配されておりますので、

これらに対応すべく、去る２月28日付で主任技術者あるいは現場代理人といった現場に張

りつかなければいけない技術者の配置条件を緩和したところでございます。今後とも過疎

地域はもちろんでございますが、建設企業が工事を受注しやすくなるように入札制度の改

正はもちろんでございますが、建設企業の健全な発展を支援してまいりたいと考えており
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ます。

来代委員

　もう終わりますけど、吉田福祉こども局長さん、結局、消防団員が減ったのも、公共工

事が減って、建設業が減っていって、消防団に入った学校の教師なんか一人もおりません

よ。赴任してきても金曜日の夜から月曜の朝までおれへん。学校の先生であっても、地元

におれへん。消防団も入ってない。県の職員やってそうじゃ。結局、地元の役場の人か地

元の商売人か地元の公共工事に携わる人たちが消防団に入って活動している。土木行政が

どうやったかしらんけど、結果的に消防団員もだれもおらんし、何もしてくれんようにな

って田舎に住めんようになったから、過疎が進んでいっきょる。過疎地を救うためにも、

保健福祉からも消防団員確保のためにも、きちんと公共工事が必要で働く場が必要じゃと

教えてやってくれませんか、答弁の格好で。

吉田福祉こども局長

　今、来代委員のほうから福祉の観点から過疎地の安全な生活、そして福祉の向上も含む

と思いますけれども、取り組むべきでないかという御意見だったと思います。私ども福祉

行政といたしましては、基本的に市町村と一体となって県民福祉の向上に取り組んでおり

ます。今後とも市町村のほうと話す機会もございますので、委員御指摘の地域の発展、そ

して安全・安心という部分についても、しっかりと市町村と話も進めていきたいと思って

おります。

古田委員

　私は、まず雇用の問題でお伺いしたいと思うんですが、今報告のありました商工労働部

の関係で、雇用促進費が 5,414 万 2,000 円だったのが、半分くらい減額されて 2,745 万円

になってるという報告があったんですけど、どうしてこんなに残るんでしょうか。もっと

しっかり事業を行っていただきたいと思うんですが、半分近くも残すような、そういうの

はなぜでしょうか。

新居労働雇用課長

　今、古田委員から２月補正、職場適応訓練の補正についてということでございます。こ

の職場適応訓練につきましては国と県で実施しておる事業でございまして、まず仕事につ

きたいという求職者の方が企業に就職する際に、特に対象となっておりますのが障害者の

方ということでございます。事業主の方も障害者を雇うのに不安があるというようなこと

がございますし、障害者の方もいきなり仕事につくのは不安であるというような状況がご

ざいますので、ハローワークのほうで事業所さんと相談いたしまして、１年間あるいは６

カ月間実際の職場を体験していただいて、どういう仕事を行っているんだと。そして実際

仕事をやっていくことによって、引き続き就職できるかどうかを見きわめるというか、ま

さに適応できるかどうかという訓練でございます。それに伴いまして事業主さん、あるい

は求職者の方に訓練手当というのを支給しております。

　この大きな減額になりました理由は昨年度の23年度実績が29名、年間そういう方がおい
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でました。本年度の実績は13名ということで大きな減額補正になっておるんですけど、こ

れは逆に言えば雇用が進んでいると。そういう職場適応訓練を受けずに事業主の方が雇用

していただいたということでございます。それから最初の報告でも副部長のほうから申し

上げましたけど、障害者の雇用というのは過去最高の数字になっております。そういった

点からこういう補正額になったというところでございます。

古田委員

　せっかく組んだ予算を十分使っていけるようにぜひ進めていただきたいというふうに思

います。

　それと人権を守る、働く人たちが本当に安心して働けるようにするということでは、臨

時職員・臨時教師というのではなくて、正規の雇用を進めるというふうなことが大変、今

大事になってきていると思います。徳島大学の教職員のほうで正規の先生方にアンケート

をしますと、３年とか５年とかの契約が決まった職員の制度というのは、その期限が切れ

てしまって新たな人を採用すると、また一から教えないかんとか、１カ月おいて採用とい

うことになると、その１カ月間は自分に全部仕事が回ってきて大変負担になるとか、いろ

んなことで正規の方々が、そういう非正規はやめて無期の雇用にしようということで、約

1,000 人の方々を希望する方には無期の正規の雇用にするという制度をこの４月１日から

始めるという、労働組合に対して画期的な対応を結果的にしてくれたんです。

　その改正労働契約法のポイントでは無期労働契約への転換ということで、有期労働契約、

パートとかアルバイトとか派遣社員とか契約社員とか嘱託とか、そういった方々が通算５

年を超えたときは、労働者の申し込みにより期限の定めのない労働契約に転換できるルー

ルだということで、徳島大学でこういう前進が見られるわけですけれども、私は自治体労

働者の間でも広がっているこの非正規の職員、それはやっぱり解消していくべきだと思い

ます。ここへは出てこられてないんで病院局のほうにお聞きすると、県立病院の場合、お

医者さん19人、看護師さん 105 人で、全部で 279 人が臨時職員だと。企業局でも４人おい

でますし、県庁のほうでもたくさんおいでると思うんですが、ここでは教育委員会の方が

参加してくれてますので、正規の職員にという方向でぜひ進めていただきたいと思うんで

すが、今現在、教育委員会のほうでは小中高のほうで臨時の人たちというのは、どのくら

いの数が雇用されているんでしょうか。

松山教職員課長

　ただいま古田委員のほうから、教員におけるいわゆる臨時教員の数の問題について御質

問がございました。小中学校の場合で申しますと養護教諭、栄養教諭を除いた数でござい

ますけども、平成24年度定員内欠員でいいますと 222 名、率にして4.83％でございます。

それから産休・病休等の補充の教員でいいますと77名ということになっております。高等

学校におきまして本年度98名が定欠という形になっております。それから率にして6.14％

でございます。産・育休等の補充が61名でございます。それから特別支援学校の場合は本

年度 122 名定員内欠員ございまして、率にして 18.05 ％と。産・育休等の補充が34名とい

うふうなこととなっております。
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古田委員

　先生から教育を受ける子供たちというのは、すべて同じような教育を受ける権利がある

と思うんです。先生が臨時教員であって、次の採用がどうなるかわからないとか、どこへ

行くかもわからないというふうな不安な気持ちで仕事をしておれば、それはやっぱり子供

たちへの影響というのも大きいと思うんです。ですから、まずは、定欠といって担任を受

け持って、ほかの正規の先生方と同じ仕事をする、１年間ずっと採用される、そういう先

生方というのは正規教員にするべきだと思うんですけれども、そういう方向というのはお

考えなんでしょうか。

松山教職員課長

　ただいま古田委員のほうから、定員内欠員教員を減らして正規にというふうな御意見、

御質問ございましたけれども、今後の児童生徒数の減少あるいは学校統廃合による定数の

減少等を考えますと、現状で必要な教員をすべて正規で賄うということは、ちょっと困難

でございます。例えばある年、退職者が多いからといって、その分を全部正規にしてしま

うと、その後定数が減ったりとか、そういうふうな状況の中で教員が余ってくるというふ

うな状況もございますし、あるいはまた加配につきましても、今年度こういう教育課題で

国から加配いただいたんだけれども、それがいつまで続くかわからないというようなこと

もございますので、そういう点で定員内欠員の先生方が存在すると、全国的にもそういう

ふうな状況になってございます。しかしながら委員御指摘のとおり、学校の教育力の向上

のためには、やはり正規教員を適正に配置していくことは大変重要なことだと考えており

ますので、今後とも長期的な視野に立って計画的な教員採用に努めてまいりたいというふ

うに考えております。

古田委員

　この改正労働契約法では、通算５年を超えた場合には定めのない労働契約に転換できる

というふうなルールですけれども、臨時教員の場合でしたら５年以上も勤めておられる方

もたくさんいるわけで、そういう人の場合はやはり正規に。いろんな審査などはされると

は思いますけれども、問題のないそういう先生方は正規に採用していくと、そういう方向

で行うべきだと思うんですけれども、その点はいかがでしょうか。

松山教職員課長

　ただいま長期に臨時教員で勤めている先生方のことについての御質問をいただきました

けれども、地方公務員法の関係がございまして、地方公務員法では臨時教員は１年を超え

て採用することはできないという形となっております。しかし現実には本県の臨時教員の

先生方を見てみても、長期にお勤めなさっている方もおいでます。その方は日ごろ学校現

場で子供たちを教えながら採用試験を受けているという状況もございまして、そういう状

況にかんがみまして、採用試験におきまして平成22年度実施の採用試験からでございます

けれども、臨時教員に対する特別選考を導入しまして、過去５年間に36月以上、徳島県の

小中高等学校・特別支援学校の現場で臨時教員をしている者につきましては、採用審査の

１次試験の教養審査を免除するというふうなことで優遇措置をとっております。過去５年
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間で36月以上、なおかつ当年度４月１日から出願までにおいて本県で臨時教員をしている

ということも条件でございますけれども、こういう方については１次試験の一般審査の教

養審査を免除するという形にしております。

古田委員

　学力テストなんかで高いところ、福井県などは 100 ％先生の正規採用をして取り組んで

おりますので、ぜひ徳島県でもそういう方向にお願いしたいと思います。前にも指摘させ

ていただいたことがあるんですけれども、若い人の採用が少ないということで、教育の先

生方の間でのいびつな年齢構成なども指摘させてもらったことがあるんですけれども、来

年度の採用はどうなってますか。

松山教職員課長

　ただいま来年度の教員採用試験の見込みについての御質問をいただきましたけど、今後

の新規採用につきましては退職者の数、教員配置の基礎となります学級数やあるいは生徒

数の動向、それから国の定数改善の状況を見きわめながら、これらを勘案しながら、長期

的な視野に立って計画的な採用を進めてまいりますが、委員御指摘のとおり小中学校で退

職者が今後ふえるという傾向にございますので、一度にどっと退職したときに、そのとき

だけたくさん採るという形じゃなくて、できるだけ前倒しをしながら長期的にいい先生が

一定の数採れるような、そういうふうな見通しを立てながら計画的な採用を進めてまいり

たいと考えております。

古田委員

　ぜひ若い優秀な先生方の採用を広げていただきたいと思います。

　次に、先ほどもお話がありましたけれども、ＰＭ 2.5 に対しては本当に小さい子供たち

に影響が出ないようにということを願っているんですけれども、すだちくんメールを開始

して、登録してくれた人にはメールで早くお知らせすると。環境対策特別委員会でこのこ

とをお聞きいたしますと、幼小中高それから保育所といったところにはできるだけ登録し

てもらって、早く情報が届けられるようにするというふうなことが答弁であったんですけ

れども、すだちくんメールの登録というのはどのように進めておられるのか。幼小中高そ

れから保育所などへの連絡はどのようにするのかということをお伺いしたいと思います。

前田学校政策課長

　学校現場におけるすだちくんメールの登録についてお尋ねでございますけれども、すだ

ちくんメールにつきましては、学校全体としての災害発生時の初動体制を整備していく上

で効果的なツールというふうに考えておりまして、これまでも教職員の登録を進めるため

に県立学校長あての登録依頼文書を送付するなど、機会をとらえて周知を図ってきている

ところでございます。昨日、教育委員会のほうでも各市町村教育委員会及び各県立学校長

に対しまして、今回のＰＭ 2.5 に対する対応として改めてすだちくんメールの積極的な活

用についてお願いしているという状況でございます。
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古田委員　

　私ら機械に大変疎いもので、なかなか登録をと言われてもできない。できるだけ簡単に

できるようにしていただきたいと思うんですけれども、これは県民環境部でしょうか。ぜ

ひ操作を、メールアドレスなどを言うと、すぐそこへ送ってくれるとかいうふうに、でき

るだけ簡単にしていただきたいんですけれども、その点はいかがですか。

妹尾県民環境部長

　メールの操作を簡単にできればということでのお話でございます。そもそもこのメール

にしていただくということは、気管支に病気をお持ちの方とか、それから今、教育委員会

からもお答えありましたように、学校現場とか生徒さんたちに、周知が特に必要というふ

うな方には個別にお願いして登録していただく、そういう手続を私どもとしても全庁挙げ

て、各市町村に対しましてもお願いしておるところでございます。

　ただ、メールの機械的な操作につきましては、なかなか一朝一夕にボタンを１つ押せば

できるとか、なればいいんですけども、なかなかそういうふうにはいかないというのが現

状でございまして、それについては私どもの担当課のほうで、こういうふうにやったらで

きますよという文書もお送りいたしておりますし、また御照会いただければ丁寧に御返答

させていただくということで対応したいと考えております。

古田委員

　できるだけ簡単な方法を生み出していただきたいとお願いしておきたいと思います。

　次に生活保護の問題で、不正をしてしまって大変御迷惑をおかけしておるんですけれど

も、私は、生活保護を受ける場合に最も困っている問題というのが、住宅の問題だと思い

ます。埼玉県のアスポートという、あすへのサポートというのをアスポートと呼んで３つ

の支援をしているんですよね。生活保護の方に対して生活保護受給者チャレンジ支援事業

ということで、一つは教育支援の事業です。それと職業訓練支援事業。それともう一つ、

住宅ソーシャルワーカー事業ということです。この学習支援の問題は学習塾などいろんな

ことで、今、県もこの前も熊本のほうから来ていただいて、今の取り組み状況などを伺う

とか、そういうふうなこともされておりますけれども、それから職業訓練の場合は、いろ

んなところと連携して、これも取り組みを強めておられると思うんですけども、もう一つ、

住宅ソーシャルワーカー事業というのをぜひ徳島県でも取り組んでいただきたいと思うん

です。

　これはどういう事業かといいますと、無料低額宿泊所、埼玉県の場合は無料宿泊所とい

うのが現在45施設、県内であるそうです。ですから緊急の場合、そこへ皆さん入ってもら

うわけですけれども、そういう無料低額宿泊所からアパートなどへの移行に当たっては、

福祉事務所がリストアップした対象者に対して、住宅ソーシャルワーカーがケースワーカ

ーとともに支援をしていくというふうな事業で、宿泊者の入所者がスムーズに民間アパー

トなどに入居できるよう地元の不動産業者や大家の理解を求めていく。業務はアパートの

確保にとどまらず、受給者が地域で安定した生活を送ることができるよう生活面でのさま

ざまな支援を行っていくこととなると。さらに、健康で働ける方については就職や職業訓

練の受講に向けた支援にもつなげていくというふうなことで、この３つの事業をそれぞれ
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の方々が力を合わせて取り組んでいる事業なんですよね。

　埼玉県の場合は人口も多いし生活保護を受けている方も多いので、予算もたくさん組ん

でます。この住宅ソーシャルワーカー事業には東部と西部と中央というところに10人ずつ

お世話する人を配置してやろうというんですね。２億 8,856 万 1,000 円の予算をつけて、

この24年度は取り組んできたそうです。そういう取り組みをして成果を上げているという

ことなんです。ですから徳島県の場合も、自分で探してきなさいといっても、生活保護を

受けようとしている人が住宅を探せるかっていったらなかなか探せないし、いろんな問題

がありますので、ぜひ県が率先してこの事業に取り組んでいただきたいと思うんですけれ

ども、その点いかがでしょうか。

大西地域福祉課長

　今、委員から埼玉県の先進的な取り組みの御紹介がありましたけれども、本県におきま

して先ほど出ました無料低額宿泊所というのは施設自体ございません。埼玉の場合はここ

を核にしていろんな支援をやられているということでございます。とはいえ、生活保護受

給者については生活保護費の住宅扶助という形がありますし、福祉事務所のほうで、もし

老朽化とか狭隘ということで転居が必要な場合も相談に乗る体制もとれています。ただ、

生活困窮者で生活保護に至る前の方々が住宅の確保といいますか、そこの拠点を探してい

るというふうな場合の支援につきましてですけれども、やはり本県では福祉事務所が当然

ございますし、場合によっては市町村の役場もありますので、そちらにまずは相談に行っ

ていただいて必要な情報提供とか指導、助言を受けるということが大事であるというふう

に思います。

　また給付にいろいろ要件がありますけれども、生活困窮者の方で失業した期間が２年以

内の方を対象にしまして、再就職できるまで最大９カ月間家賃を給付するという住宅手当

の緊急特別措置事業というものも、これ国の事業ではございますけれども、これも徳島県

実施しておりますので、こういった事業も活用されるということもできます。今申し上げ

ましたように、住宅の支援に関しましてはまず福祉事務所のほうに御相談いただき、それ

でどうしていくかということは対応していただくようにするのが、まず一番大事であると

いうふうに思っております。

古田委員

　この埼玉県の場合はＮＰОが経営主体となって、いろんなものを持ったり、個人のとこ

ろへも無料低額宿泊所というふうなことで登録してもらって、そこへ住んでもらうという

ふうなことで、現在45施設で定員が 2,455 人入れるようになっているんですね。だから、

まずは困っている人についてはそこへ入ってもらって、それから民間のアパートとか社会

福祉施設とか、高齢でもう施設に入らなければだめというような人には、そういう施設も

紹介するというふうなことで最後の最後まで、そしてまた、そこへ入ってからも半年間ぐ

らいは本当にきちんと生活ができていけようかということで見守りもする。それから若い

働ける人については就職の支援もするというふうなことで、総合的な支援をしているんで

すよね。

　徳島県の場合、まずはいろんなところへ行きなさいというふうに言われますけれども、
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そこがいろんな住宅を紹介してくれるというところまではいってないこともありますし、

それから引っ越し作業についても３者見積を持ってきなさいとか、生活保護を受けようか

と困っている人が、そんなことを言われてもできないこともあるわけですよね。だからや

っぱり総合的な支援というのが絶対必要だと思いますので、県もこの無料低額宿泊所とい

うのも、どのようにしていくかということも含めて、ぜひ取り組んでいただきたいと強く

お願いしたいんですけれども、いかがでしょうか。

大西地域福祉課長

　生活保護に陥る前の生活困窮者の方へのいろんな支援という形で、特に住宅支援という

ことの御質問でございます。今、国のほうでは生活困窮者に対する支援という形で、取り

組みについても検討もされているところでございます。本県におきましても住宅支援も含

めまして、生活保護を受ける前の生活困窮者の方への対策については、いろんな面から今

後どうしていくかというあたりは検討していきたいと思っておりますので、そんな中でい

ろんな対策について今後とも取り組んでいきたいというふうに考えております。

古田委員

　よろしくお願いいたします。

　次に、男女共同参画の取り組みの問題をお伺いしたいと思います。課の設置のお願いは

届けましたけれども、徳島県の場合、男女共同参画、女性問題に関する推進体制というこ

とで男女共同参画会議がつくられておりますけれども、その構成と開催の状況をお聞きし

たいと思います。

手塚人権推進課長

　男女共同参画会議の構成と開催状況でございますけれども、徳島県におけます男女共同

参画を進めるために県内各層からの委員さんに御参加いただきまして、20名の委員さんで

構成しております会議を開催しております。開催につきましては今年度につきましては１

回。昨年度につきましてはちょうど今、私どもが進めております男女共同参画基本計画（

第２次）を策定するという審議案件ございましたので、昨年度は５回開催しております。

その前の22年度につきましては１回でございます。

古田委員

　いろんな仕事を持っている委員さんもいたり、いろんな役職の方もいるわけで、年１回

の開催ではそれに参加できなければ、参画会議の委員になっているのに、結局１年間何も

役割を果たせなかったということになるんじゃないですか。これは委員さんからも意見を

お聞きしたことがありますけれども、もっと開催して、そして今の男女共同参画の取り組

みがどのような状況になっているのか、そういったことも審議したいという声があります

けれども、もう少し回数をふやして、そして多くの方々の意見を聞いていただきたいと思

いますけれども、いかがでしょうか。

手塚人権推進課長
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　男女共同参画会議の回数をふやしたらどうかという御提言かと存じます。男女共同参画

会議につきましては徳島県男女共同参画推進条例、ここに根拠を置いてございます。そこ

の第19条におきまして参画会議の設置目的が規定されてございます。そこには、徳島県に

おける男女共同参画の推進に関する基本的かつ総合的な施策及び重要事項を審議するため

ということでございまして、その運用におきまして必要な、この条例に該当するものにつ

いては的確に対応しております。なお、委員さんのほうからそういう意見をということに

つきましては、私ども人権推進課がございますので、委員さんの方にも、いつでも御意見

等についてはお聞きしますということで、お話もさせていただいておるところでございま

す。

古田委員

　いつでも意見を寄せてくださいというのではなしに、男女共同参画会議という推進体制

をもって推進しようということなんですから、しっかり開催して、取り組みの状況がどう

か、どういう点を強めていったらいいのかとか、特に今年度は４月に、また11月にも男女

共同参画課を設置してくださいという申し入れも団体の皆さんらと一緒にさせていただき

ましたけれども、そういったところで出てきたお話はしっかりと皆さんの御意見を聞いて

いきたいと、出かけていってでも聞きますわというふうなお話だったじゃないですか。そ

の一番の推進体制という男女共同参画会議が年１回というのでは、しっかりやっていると

いうことにはならないように思いますけれども、ぜひ回数もふやして活発な論議をしてい

ただきたいと思います。

　それと内閣府のいろんな統計が都道府県別に出ているんですけれども、確かに県が置か

なければいけない審議会、法令に定められたそういう会議の中には女性の比率は全国トッ

プで、本当に頑張ってくださっていると思うんですが、その中にこういうのが１つありま

す。男女共同参画関係施策についての苦情の処理を行う体制ということで、徳島県はあり

ますよと、庁内に置いておりますと、人権推進課がそれに当たっておりますということで

統計が出ているんですけれども、この施策についての苦情の処理、そういうのは寄せられ

ているんでしょうか。

手塚人権推進課長

　今、古田委員さんのほうから苦情の処理の申し出、それにつきましても条例に根拠のあ

る仕組みでございますけれども、現在のところ申し出はございません。

古田委員

　それはやっぱり窓口が県民の方に知られていない、そういった問題もあるのではないか

と思います。高知県の場合は男女共同参画に限っての第三者機関ということで非常勤の方

を３名置いて、そしてその苦情処理に当たっているというふうなことがこの統計でも出て

るんですけれども、やっぱりいろんな問題についてお聞きする、積極的に進めるためにも

意見をもらうという点では、そういった体制をもっとＰＲして、いろんな御意見をいただ

くというふうな取り組みが必要ではないですか。
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手塚人権推進課長

　私ども人権推進課におきましては、本課におきまして職員２人、それから男女共同参画

の推進拠点としましてアスティとくしま内のフレアとくしまに正規職員２人、相談員２人、

それから各種啓発等を進めております推進員３人という体制を整えまして、県内全体にお

けます男女共同参画の意識啓発、人材創造を進めておるところでございます。それから、

私どもだけでなしに、県内のＮＰО等の女性活動団体と一緒になりまして、県内市町村に

対する男女共同参画の意識の盛り上げということで、県内市町村をめぐっておるところで

ございます。

　それから、人権推進課が男女共同参画を担うことにつきまして、わかりにくいという御

意見もございましたので、昨年４月初めにはホームページの中に男女共同参画施策につい

ては人権推進課でやっておりますというような公表もさせていただいております。それか

ら、県内市町村の男女共同主管課長会議等でもさらなる推進等もお願いしているところで

ございまして、私ども県だけではなしに県民、事業者、ＮＰО等々の協力をいただきなが

ら進めておるところでございますので、委員におかれましても今後とも御協力のほどよろ

しくお願いいたします。

古田委員

　この男女共同参画課の設置をと、女性団体36団体 104 人の方々が名前を連ねて出してお

ります。そのことは、とうによく御存じだと思いますけれども、ぜひその男女共同参画を

進めるのを担っている人権推進課からも、４月からの組織体制に向けて声を上げていただ

きたいということをお願いして終わりたいと思います。

藤田委員長

　午食のため委員会を休憩いたします。（11時54分）

藤田委員長

　休憩前に引き続き、委員会を再開いたします。（13時04分）

　質疑をどうぞ。

黒川委員

　高齢者福祉の問題について質問させていただきたいと思います。けさ、私６時半ごろウ

オーキングしとったら、池田大橋、氷点下であったんですが、ウグイスが初めて鳴いてい

るのがわかりまして、下手くそですね今は。全然ウグイスかどうかわからんくらいの鳴き

方ですけど、ウグイスじゃなという……（「質問はどんなんだろか」と言う者あり）質問

は今のウグイスの鳴き方みたいなたどたどしい、何が鳴いたんかわからんやいう話になる

かもしれませんが、そこは皆さん方がしっかり酌み取って、こういうことが言いたいんだ

ろうということで、ぜひお願いしておきたいと思います。

　よく高齢化という言葉を使いますが、高齢化というのは人口に占める高齢化率が７％と

いうのが高齢化でありまして、14％になれば高齢、21％になったら超高齢とかいう言い方

をするわけですが、それはいいですが、徳島県は超高齢社会になっているわけでありまし
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て、我が三好市も超々々高齢でありまして、これをどういうように、ここに住んでよかっ

たなと、生まれてよかったなと、ついの住みかとしてよかったなと。もっと言えば老人福

祉法ができたときに、それまでの施設が養老院という言葉から老人ホームっていう言葉に

名前が、昭和38年ですか、老人福祉法ができたのが1963年、老人福祉法ができたときにそ

ういうこのネーミングを変えることによって、住んでよかったな、生まれてよかったな、

ついの住みかとしてここにおってよかったなということになったと思うんですが、そこら

辺について御見解いかがですか。

志田長寿保険課長

　黒川委員のほうから特に高齢者関係の施設のお尋ねでございますけれども、委員おっし

ゃいました老人福祉法に基づいて各種高齢者関係の施設が位置づけられておりまして、そ

れが平成12年の介護保険法の制定によりまして、介護の老人保健施設ということで介護保

険法においては特別養護老人ホーム、それから老人保健施設、そして介護療養型の医療施

設という３つが施設として位置づけられております。施設系としてはそういうことになっ

ておりまして、あと施設に関係する居住系のサービスとしてはグループホームなども施設

系の一部の施設として位置づけられておるところでございます。

黒川委員

　私はそこまでまだ言ってないんです。老人福祉法ができたときに、それまでは養老院っ

ていう言葉を使いよった。しかしそれでは余りにも高齢者に感じが悪いということで、老

人ホームというホームっていう言葉で、自分の家という感じで老人ホームっていう言葉が

使われた。そこに大転換が、老人福祉法ができたときに起こったんですね。イメージ的に

も変えよう、施設的にも整理しようということで、養老院から老人ホームということにネ

ーミングが変わったんです。それは単にネーミングを変えるだけじゃなくて、アットホー

ムでやっぱり自分の家と変わらんような形にしていこうという法律の趣旨があったわけで

すが、そこら辺は御存じですかと言うたんです。知らんかったら知らんでいいです。

志田長寿保険課長

　老人福祉法におきましては有料の老人ホームというものも位置づけられておりまして、

それは介護保険法とは違いますけれども、法律に基づく一つの施設として位置づけられて

おります。それで委員のおっしゃるとおり、その老人福祉法の制定から介護保険法の制定

を経て今日に至るまで、施設の処遇において、おっしゃったような家族的な中で快適に過

ごしていただけるような施設の充実を図っていくということは、脈々と受け継がれている

ところだと思っております。

黒川委員

　そういった時代が、経済成長と同時に人間らしい、人らしく扱ってもらうということで

ホームという言葉が使われてきて、養護老人ホーム・特別養護老人ホームと今でも使われ

ているんですが、そんな言葉の変遷があったということであります。

　それでパネル使ってくれますか。全国的に65歳以上の人口がこういう形で、この将来の
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推計については国立社会保障・人口問題研究所が、高齢者65歳以上がふえていっていると。

これはもう御存じのとおりでございます。徳島県も同じような形でふえているんですが、

これで全国の場合は2025年まで数がどんどんふえていっているんですね。徳島県はどうな

るかったら、徳島県の場合は高齢化率は上がっていきますけど、65歳以上が占める人口は

日本総体より減るんですね。これは御存じのとおりでありますが、例えば国の場合は2025

年からでもふえていくんです、65歳以上は国全体では。徳島県の場合はそれより早く減っ

ていくときがちゃんと推計人口として出とるわけでありまして、それで徳島県がいつから

減っていくかというのは御存じですか。

志田長寿保険課長

　現在、私どものほうが推計しておる数字によりますと、平成32年、2020年ごろに高齢者

の人口が約24万 3,000 人と推計しておりまして、そのころが数としては、高齢者の人口と

してはピークであろうというふうな予測をしております。

黒川委員

　今、課長が教えてくれたように、徳島県の65歳以上の数字については平成32年が24万

3,128 という数字がピークで、その後は減っていくんではないかというような、平成42年

は平成32年より減っとんですね。減るんです。しかし全国的に見れば、この数字は平成32

年から平成42年についてもふえていると、増加しているというコーホートセンサスがあり

ます、推計が。それでいいですね。

　それで、徳島県の場合は平成32年までふえていくという数字がある中で、現実に今何が

起こっとるかといえば、徳島県内では老人ホームやそういう居宅、在宅も施設も足らなく

て困っているということを高齢者からいろいろ相談を受ける。きょうおいでとる委員の皆

さんも多分、病院から施設へ出えっていうたって行くとこないわ、どないしてくれるんぞ

ということで、施設を探すったってどこもいっぱいじゃと言われるということで、別の言

葉でどんなことが言われるかといったら、この具体的な数字としては待機者という言葉が

使われているんです。施設に入りたくても入れない。それがこれずっと統計をとってない

わけでありますが、一番新しい平成23年に出した統計がありますが、どれぐらいの待機者

がおいでますか。

志田長寿保険課長

　施設入所についての待機者の数でございますけれども、委員おっしゃいましたように、

平成23年の１月時点で県と市町村によりまして特別養護老人ホームの待機者数の状況とい

うのを調査いたしております。そのときの数字でございますけども、24市町村合計で約

1,700 名の特養待機者がいらっしゃると。

　（「みよし広域でどれぐらいになりますか」と言う者あり）

　そのうち、みよし広域については、三好市と東みよし町につきましては約 260 名という

ことでございますが、ただこの調査の中には要介護１、２の認定の方で、将来のことを考

えて入所を希望したいという方でございますとか、特養の入居者待機の状態でございまし

たので、現在は老健とかあるいはグループホームに入られる方の御意向も含めた数字で、
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県全体で 1,700 名、みよし広域で約 260 名という数字になっております。

黒川委員

　待機者が今言ったような数字であるということの中で施設が不足しとるということにな

るんですが、この施設をどういう形で将来こたえられるようにふやしていくかというのは、

国・県・市町村段階でいろいろ計算するというかね、計画を立てるわけでありますが、そ

れは市町村ごとに介護保険事業計画を立てたり、県が介護保険事業支援計画を立てる。国

もそういう形で立てていく中で、この65歳以上の中で要介護が必要、要支援が必要な人た

ちの施設を拡充していく、広げていく、ふやしていく。そのことが言われるわけでありま

すが、待機者がまだ徳島県では平成32年に向いてどんどんどんどん65歳以上がふえていく。

65歳以上がふえるっていうことは介護者がふえるということにもなるわけですね。

　具体的にもっと言えば、平均寿命が男78歳、女86歳とか言われてますが、健康寿命って

いうことから考えたら健康寿命と平均寿命との乖離はすごいわけですが、日本の平均の男

と女の健康寿命は何歳になっていますか。

鎌村健康増進課長

　ただいま全国そして本県の平均寿命についてのお問い合わせでございますが……（「健

康寿命だけでいい、全国の」と言う者あり）健康寿命につきましては男性が 70.42 歳、女

性が 73.62 歳というところでございます。

黒川委員

　男70、女73という数字の中で平均寿命は77歳近く、女の人が八十六、七歳になるので、

健康寿命と平均寿命とのギャップは相当あるわけですが、その健康寿命が一番施設もサー

ビスも利用しないでおれるわけですが、健康寿命を超えた分、平均寿命の間のところは施

設を使わなければならないということになると思うんですね、在宅サービスか施設サービ

スかは別として。そうした中で、徳島県の65歳以上の率も数もどんどんどんどんふえてい

っている状況の中で、施設が今不足して待機者がおると。病院から出ようとしても帰れな

い。もっと言えば、帰れないからいろいろと皆、悪戦苦闘して、議員さんにどこぞないで

ということを問い合わせてきて、こっちも何するにもできんで困っている状況なんです。

　ここら辺についての問題で、先ほど話をしました市町村ごとに老人福祉計画を立てたり、

県ごとに老人福祉計画を立てられるけど、これが市町村ごとに立てて大体高齢者のニーズ

を問うわけでありますが、その高齢者のニーズっていうのは市町村ごとのカテゴリーだけ

で問うために、高齢者はその市町村だけで生きていくことはできないわけでありまして、

この市町村ごとの福祉計画、この問題で具体的な話をしますと、三好の場合には介護保険

が導入される前に８カ町村が１つになって介護保険事業計画を立てるようにして、介護保

険料もそこ一発で決めるようになったんですね。合併前は８カ町村だったけど、８カ町村

１つで介護保険事業計画を立てて、そして保険料も決めたという中で、今は三好市と東み

よし町が一緒になって保険料を決めたり、あらゆる施設の移動も容易にしとるわけですが、

それ以外のところは市町村ごとに決めとるのが今の状況でありますね。

　そういうところの話から進めて、この市町村ごとの介護保険事業計画だけでは不十分で
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あると。そこを、全体をカバーするのが徳島県ということになるわけですが、徳島県だけ

でも私はそれはニーズにこたえられてないんじゃないかという意味で、この介護保険事業

計画を立てる場合にはもう少し大きな幅で、四国とか全国までをにらんだ形の、ニーズに

こたえられるような計画を立てていく必要が、今、日本総体、中国四国とか各地域にも、

県レベルだけでなくて、それを大きく広げなければならないような状況に、今の日本は超

高齢社会に向かって進んでいますから、なっているんじゃないかということがあるわけで

すが、ここら辺についての見解はどうですか。

志田長寿保険課長

　介護保険制度の運営の広域的な観点から、よりもっと大きな枠組みでの施設整備の枠な

り、運営をすべきでないかというようなお話であったかと思います。広域的な観点から取

り組むということについては非常に大事な視点だとは思っておりますが、ただ現行の介護

保険制度が、保険者が各市町村ということがありまして、まずは各市町村がそれぞれの住

民のニーズまた将来的な予測に応じて、介護保険の在宅サービスそれと施設サービスのバ

ランスをどうとっていくかというようなことを考えて、みずからの介護保険事業計画を策

定するというのが基本のところだと思っております。

　ただ、県においてはその市町村の計画を踏まえて、県としての介護保険事業支援計画と

いうのを３年に１回つくることにしておりまして、それをつくるに当たりましては各市町

村のそれぞれの在宅施設の今後の予測なり、それに基づく施設整備というのは計画の中に

どういうふうに盛り込んでいっているのかというのを見て、また必要な助言なり、他の市

町村への情報提供というのもいたしますし、それから前回の策定に当たりましても、四国

の他の３県が次期の計画の中で施設整備というのをどういうふうに位置づけているのかと

いうことも考えながら、第５期の計画を策定したところでございまして、今後ともそうい

うふうな形で基本は市町村の計画というのでございますけれども、その上に広域的な観点

というのも県として持ちながら、県・市町村と一体となった介護保険事業の計画の策定に

当たってまいりたいと思っております。

黒川委員

　先ほど三好市の話をしましたけど、８カ町村で例えば西祖谷、東祖谷、山城で介護保険

事業計画を立てるよりは、三好郡で立てたほうがよりニーズに対してこたえやすいかって

いう意味で、東祖谷で施設をどんどんつくるといっても難しいし、西祖谷でつくるといっ

ても難しい。しかしそれはなかなかやけど、三好郡広域という形で、介護保険が導入され

るときに三好郡１つででき上がって、今それが動いているわけでありますが、これがもう

少し美馬とかもっと広い範囲でしなきゃならないという、それが広いほど多く収容ができ

て待機者が出ないということにもなるわけであります。

　これが県レベルでは、私は８市15町１村から上がってきたものを、県が網羅してつくる

って言うけど、県レベルで考えたときも高齢者の待機者がたくさんおる。もっと言えば四

国とか全国レベル、東京都で高齢者がどんどん今からふえていくだろう。全国レベルで言

うとふえていくのに、それを東京都、大阪府、兵庫県だけでこたえようとしても、とても

じゃないがそのニーズにこたえられない。それを徳島県が先発隊として高齢化社会を生き
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抜いてきて、どんどん進んでいって、施設が余ったころに、東京や大阪や大都市圏のそう

いう人たちがどこにも行くとこがないというときに、それを受け入れるような素地をつく

っていく。これが全国レベルで今考えていく時期に入っているということを、私は言いた

かったわけであります。

　それがたまたま実験台として三好郡がかつての８カ町村から今、東みよし町と三好市だ

けで共同でやっているこの事務処理の中で、相当ニーズにこたえられているんじゃないか

という意味で問うたわけでありますが、それでもみよし広域で 263 人。これはダブルカウ

ントということも含めてでも 263 人おると。このニーズにどうこたえるかっていう意味で

考えたら、在宅サービスもふやさないかんけど、施設サービスもふやさんかったら、どう

にもこうにもならん。とりわけ三好みたいな過疎のところでは、独居老人がいっぱいおる

とこで、自分のとこで住むにも大昔の50年どころか 100 年前の家で住んでいる人は、段差

があって水道施設もほとんど不備であると。東西祖谷っていうとこは一番水道施設がおく

れたとこなんですね。飲み水を持ってくるにしても、とてもじゃないが生活できん。冬は

凍ってしまう。ホースで対岸の山から引いてきてますけど、ホースが凍った場合は水が全

然来なくなる。これを何とかしてくれというのが今の東祖谷で独居で住んでいる高齢者の

状態ですね。

　そういった中で何とか生き抜いているけれども、どこか入りたい。入りたいけれど入れ

ないというのが、先ほど数字的に出たのが三好では 263 人という数字でありますよね。今

生きとる人たちが何とかついの住みかとしてでないけれど、住んでよかったな、生まれて

よかったなというようなニーズにこたえるには、施設や在宅でいてもできるようなサービ

スをどう充実するかというのが県の仕事と思ういます。それについてこたえられて、納得

してるっていうか、住んでよかったなと高齢者が思っているかどうか、そこら辺について

いかがですか。

志田長寿保険課長

　高齢者の、特に要援護高齢者で、施設入所が必要な状態にある方への介護保険サービス

の提供が十分行われているかどうかということにつきましては、これまでも県議会のほう

でもいろんな角度から御議論いただいておりまして、ただ一方で、施設整備を進めると介

護保険料にはね返ってくるということで、介護保険料についての県民の皆さんの負担感と

いうのが非常に重い。特に徳島県は過去、全国の高いほうから数えて、高齢者の介護保険

料が１人平均２番目、３番目というような高いところにありまして、また施設整備もかな

り老健を中心に進んでいたということもありまして、介護保険計画も今第５期を迎えてお

るんですけども、第３期、第４期、過去６年間につきましては先ほど申し上げましたよう

な状況を受けまして、施設整備を抑えてきたというところでございました。ただ、委員の

ほうからもお話がございましたように、介護保険施設への待機者がなかなか下げどまらな

いというような状況を踏まえて、第５期の24年度から26年度の３カ年の計画におきまして

は市町村のほうとも協議しまして、特別養護老人ホームにつきましては新たに県下全域で

は 204 ベッドの増床をするということで、各市町村と協議をして、それぞれにニーズに応

じた形で位置づけを行っております。

　それで、お話がありましたみよし広域につきましては、今後25年度、26年度の間に新た
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に29床の地域密着型の特別養護老人ホームというのが整備される、そういう計画になって

おりまして、先ほど少し申し上げましたけれども、いわゆる純粋な施設・サービスではご

ざいませんけども、施設に準じた形のサービスということでグループホームにつきまして

は、みよし広域におきましては25、26年度の２カ年で36ベッドの整備が進むということに

なっておりまして、これらの整備を通じまして、すべての待機者の解消にはなかなかつな

がらないところがございますけれども、ある程度の解消が図られていくのではないかとい

うふうに考えておるところでございます。

黒川委員

　国は37％の参酌標準というのを決めようとしたけれど撤廃しましたわね。撤廃したとい

うのは、それを37％に抑えるということが、要介護２から要介護５の認定者数を抑え込む

ということはできないように、爆発的に高齢者の介護状態が増加してるということで、平

成22年６月18日の閣議決定で撤廃したという具体的な事実がありますね。そういう意味で

考えたら高齢者のニーズにこたえて入所できる。入所したい人が基準に合致するとか、で

きるようにすることが今迫られている。徳島県の高齢者の状況が全国レベルでは高い状態

にあるという中で、そういう高齢者を受け入れる施設であったり、在宅サービスを充実す

るということが一番大事だろうと。

　そういう意味で考えたら、先ほど来言っているように、介護保険事業計画を柔軟に取り

扱うべきじゃないかと。余りにも何ぼ以下に抑え込むという形で、高齢者が入りたくても

入れない。待機者がいっぱいおるという状態を解消することが今求められとると思うんで

すけど、多分その介護保険料の問題もあります。参酌標準の話はお答えできますか。

志田長寿保険課長

　委員からお話のありました37％の参酌基準につきましては、以前、厚生労働省のほうが

要介護２から５の介護認定を受けられている方のうち、施設系のサービスを利用する方の

割合は37％以内が大体適当であろうということを示しまして、その方向で各自治体が施設

整備を考えていくようにというようなことがございました。ただそれが、委員お話ありま

したように、平成22年６月でしたでしょうか、閣議決定でその参酌基準が廃止されまして、

その背景は37％になかなか抑えられないっていうよりも、本県のほうではじいております

のでは全国では37％くらいになっておりますので、徳島県の場合はもう少し高いですけど、

全国的には30％後半あたりですので、とてもそれが達成できないということではなくて、

大きな地方分権の流れの中で、国が施設整備の水準を数字を示して、このあたりで収める

べきでないかということを言い続けるのはいかがなものかというような考え方のもとに、

そのあたりはやはり自治体、基本的には保険者である市町村、それとそれを支援する県の

ほうにその辺の考え方はゆだねて、それぞれのニーズ、そしてまた保険料へのはね返りと

かを考えながら、施設整備を進めていくべきだろうというような観点から廃止されたもの

というふうに考えております。

　ただ介護保険法では参酌基準のほうの撤廃はなされておりますけれども、各保険者、市

町村がみずからの介護保険財政の運営のことを考えたときに、施設整備枠の総量をある程

度設定するということを否定しているものではございませんので、その点、御理解をお願
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いしたいと思います。

黒川委員

　ある程度はそういうことも言えますけど、抑え込んで死亡してもかんまんわというよう

な状況は、やっぱしままならんわということもあったわけでありまして、今29人以下につ

いては、市町村が特別養護老人ホームをつくってよろしいということになったでしょ。そ

れは具体的な事実で、それまでは全部県が抑え込んで、県の計画どおりでなかったらあき

まへんって言うたけれど、この参酌標準が撤廃されて、施設の入所者29人以下については

市町村が考えてつくってほしいと。ショートステイは当然、勝手にふやして構わないです

よということになっとるわけですね。この参酌標準を閣議決定で撤廃したというのはそう

いう意味にもなっとるわけでありまして、そこら辺から考えたら、29人以下については市

町村が認可するというか、それを決める。30人以上については県が全部認可するようにな

ってますわね。この問題やって柔軟に対応していくべきじゃないかと。

　次に話を移します、時間がありませんのでね。この施設はここ10年間くらいはピークだ

ろうと言われておりますね。私は10年後には後期高齢者になるわけですが、後期高齢者に

なったときに、70歳が健康寿命ということになったら、どこかに入所しとるかもわからん

し、もっと早い段階でおだぶつになっとるかもわかりませんが、そういうことで考えたら、

皆さん方だってそれに該当しないとは限らん。そういう意味で考えたら、徳島県に行った

ら施設はどこでも入所できて、十分満足して本当にホームとしての生き方ができるという

ような形で整備していく。そして整備した後、ピークを越えた後、空き部屋ができる。空

き部屋ができた場合は、それを全国レベルから受け入れるという形に持っていくべきであ

るというとらえ方をしとんですね、空いたスペースは。それについては全国レベルで受け

入れたら、徳島県が損するようなとらえ方をする人もおるかもしれませんが、全国レベル

から受け入れるようになったら、徳島県はこれで、他県、他市、他町からお金が全部入っ

てくるという制度がありますわね。これについて説明できますか、簡単に。

志田長寿保険課長

　委員からお話ありましたのは住所地特例制度と言われる制度のお話だと思いますけれど

も、例えば特養とか老健とか、あるいは介護保険法に基づく施設だけでなくても、老人福

祉法、社会福祉法に基づく有料老人ホームとかケアハウスとかの施設について、例えば大

阪市にお住まいの方が徳島県内の施設の中に住居を移されて入所されたという場合、その

方が受ける介護保険サービスの公費負担については、今の例で言いますと大阪府と大阪市

が支払うということで、徳島県なり徳島県内市町村の負担はそういう意味では発生しない

という制度でございます。

黒川委員

　今おっしゃったように、もし施設をたくさんつくった後、これがあいてきたときには、

大都市から高齢者を受け入れたら、西宮の人が徳島へ来たいと言えば、兵庫県と西宮市と

そして個人が全部、費用を払うという住所地特例という、介護保険法の13条だったかね、

ありますわね。その住所地特例を使えば、そこで高齢者を全国から受け入れた人の費用は
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他県から他市町村から持ってきて、そして本人負担は当然本人が負担する中で、徳島県は

そこの雇用の場だけが確保できるという、この住所地特例制度というすばらしい制度を利

用して、徳島県は将来に向けて、他県から他市町村から来た人を安心・安全に受け入れる

というようなことまで含めた戦略的な施設の拡充をしていくということを私は話ししたい

わけであります。

　そんな状況で今、日本総体としては高齢化へどんどんどんどん進んでいっているけど、

徳島県はその先陣を切っとるような段階で、今困っている人たちを助けると同時に、それ

がピークを越えたら後は他府県から受け入れて、雇用の場を確保できるような形の福祉を

進めていく。そんな先進的な事例をやるべき時期に入っているというのが私の言いたかっ

たことであります。それを40分使ってもったいないですが、今までの徳島県だけで介護保

険事業支援計画を立てる、市町村だけで介護保険事業計画を立てる、そんな時代を超えた

時代に今入ろうとしてる。それを徳島県は戦略的にやっていく。そんな時代に入ってると。

　この間も川端先生が鳴門の高校を全国レベル化という話をしました。三好市で同じよう

な形で池田支援学校がありますね。あそこの支援学校の生徒は他府県からどんどん入って

きて、受け入れてしっかり喜ばれとんですよね。国府養護学校池田分校っていうのがあり

ましたが、今独立して池田支援学校。他府県からどんどん入ってきてやられとんですよね。

それと同じようなことを福祉の中に導入して、しっかり全国レベルで喜ばれる。そして徳

島県はそれで人口がふえていく。元気な人を受け入れる状況はサテライトオフィスという

のがありますが、高齢者も受け入れる。そしてそれはお金がついてくるという今の法律の

制度から言ったら、それをしっかり受けとめて、戦略的に戦術を多様に駆使するという時

代に入っているということを私は言いたかったので、だらだらだらだらと前座が長くなり

ましたが、そういう意味で徳島県の計画を立てるときに、高齢者をどうふやしていくかと

いう、受け入れていくという形。これは全国レベルではもう始まっとんですよ。静岡県の

伊豆町と東京都の杉並区が契約して、杉並区から伊豆町が受け入れるような形をどんどん

進める。それと同じようなことを池田の支援学校がやってることも事実。そういう意味で

発想の転換というか、戦略的な用意をすべきだと思いますが、これについて御意見どうで

すか。

志田長寿保険課長

　先ほども37％の参酌基準の話のときに申し上げましたけれども、大きな流れが介護保険

制度の運営なり施設整備について、地域密着型という形で基本的には市町村のほうで、そ

の待機者の状況とか保険料の関係など勘案しながら考慮していくということで、国のほう

の支援制度についても、特養で言いますと29人以下のベッド数の地域密着型特養というも

のについては交付金がございますけれども、それが30人以上の分にはもう国の支援制度が

ないということで、できるだけ地域密着型で地域のニーズに応じた施設整備というのを進

めていこうという流れがございます。それと先ほどからのお話にもございましたような、

待機者が現実として多数いらっしゃるという状況の中で、まず県としては市町村のほうと

協議しながら、待機者の解消ということについてその方向で必要な施設整備については市

町村ともども行っていきたいと思っております。

　それと委員から中長期的といいますか、広域的な観点からの御提言をいただきましたけ
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れども、介護が必要な高齢者を受け入れるということだけではなくて、元気な高齢者の方

でいろいろ二地域居住とかいう形で、第２の人生を他の地域であるいはふるさとに戻って、

自分の培ってきた経験とか知識を生かして、地域の活性化に役立てたいとかいう方も多数

いらっしゃろうかと思いますので、そういう方も含めて徳島県がそういう二地域居住のエ

リアとして選んでいただけるような形で、これは保健福祉部だけの課題ではございません

ので、他部局とともにそういうような生活環境の整備でありますとか、あるいはいろんな

就業の場の提供でありますとか、そういうことができるような地域づくりに取り組んでま

いりたいと考えております。

黒川委員

　徳島県がパイオニア的にやってほしいということを言いたかったわけですし、そういう

研究をしてほしいし、全国レベルではそういうことは行われている。徳島県は負けじとそ

の先陣を切れということでありますから、お金も人も来て、人口はふえるわ、お金は来る

わ、雇用の場は確保できるわ、こんなのは一石三鳥どころか五鳥かもわからんのでね。そ

ういった意味でサテライトオフィスっていうレベルじゃなく、サテライトホームっていう

んか、サテライトハウスというんか。そういう感じのやり方をすべきだと思うんですが、

最後に保健福祉部長の御見解というか、力強い構えをおっしゃっていただいて私は質問を

終わります。

小谷保健福祉部長

　ただいま黒川委員のほうから介護保険制度について、全体についての今の現状における

課題、大きなレビューをしていただいた上で、さらに本県の特性を踏まえて全国に発信で

きるようなモデルをつくっていくべきではないか、こういった趣旨のお話であったかと思

っております。担当課長のほうからも申し上げましたとおり、23年度の高齢者施設への入

所の待機の方を見ますと、やはり 260 名を超える方がいらっしゃる。これについてはやは

り、しっかりとした対応がまず必要であろうと考えております。

　（「 260 は、みよし広域のこと」と言う者あり）

　みよし広域のことですね。その中で従来から介護保険制度のこれ一つの運営の基本的な

ところは市町村単位で、厚生労働省からありました中には県においても広域の観点という

ことで、みよし広域においても取り組まれるとか、あるいは全県一区で取り組んでいる、

こういったこともありましたけれども、要はここでいろいろな問題が出ていることについ

てはどのように解決していくか。そこについては地域の実情を踏まえながら、弾力的な運

用をこれから知恵を絞っていく。そういう時期に確かに差しかかっているのではないかな

と思っております。

　団塊の世代の方がいよいよ高齢者になっていく。こういうことを考えますと、やはり従

来のままで、あした以降の介護保険制度の全体の適切な運用はないといった、しっかりと

した認識を持って今後取り組んでいく必要があると考えております。その際に現状におけ

る課題解決と時間的なギャップがどうなのか。今後さらに高齢化が進んでいくだろうと思

っています。それから地域的なギャップ。それは単独市町村だけで解決できるものなのか

どうか。そういった地域的なギャップ、これについても十分指摘もいただきまして、考え
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ていく必要があるかと思っています。

　国におきましては住所地特例でありますとか、いろんな新しいきめ細かな部分の弾力的

な運用をしていく上でのツールもできつつありますので、そういった面を活用していくこ

とが大事でないかなと考えております。そうしたところで、今後本県の実情を踏まえなが

ら、委員の趣旨も踏まえながら、本県として受け身の形で超高齢化社会に向かうというの

ではなくて、そこから今ある我々が持っている福祉の資源、これを最大限活用できるよう

に、過疎化また高齢化社会が進む中であっても明るい展望が切り開けるように、高い見地

でもって取り組んでまいりたい、このように考えております。

長尾委員

　黒川委員のような長期的な広域的な視点の提言ではありませんで、小さなことを何点か

お聞きいたしますが、先日３月３日、世間ではひな祭りですが、耳の日ということもあり

まして、この日、県立障害者交流プラザで耳の日記念福祉大会というのが行われまして、

情報コミュニケーション法の実現を目指してという講演が午前中にあり、午後からは徳島

駅前で街頭啓発活動がございました。それには小森政策監補とか小谷保健福祉部長とか田

中障害福祉課長とかに出席いただいて、かつビラ等の配布の御協力もいただいたというこ

とで、関係者の皆さん敬意を表しているところでございます。

　その中で要望がございました中で、きのうの文教厚生委員会では、きょう新聞にも報道

されておりましたが、県立中央病院が新装なりまして、大学病院との総合メディカルゾー

ンというようなことで、そのハード的な整備は26年度に終わるという記事も報道されてお

りました中で、ソフト面で１つ要望したいし、お聞きしたいと思います。この聴覚障害者

制度改革推進本部の各種団体の皆様方から、やはり病院での通訳、聴覚障害者の方はこれ

が非常に大事だということで、現在、中央病院ないしは徳大病院には聴覚障害の方が来ら

れたときに手話通訳者というのを設置しておるかどうかをお聞きしたいと思います。

田中障害福祉課長

　長尾委員から県立病院並びに徳島大学病院における手話通訳者の設置状況について御質

問いただいております。県立病院につきましては、３病院とも現在は手話通訳者は設置さ

れておりません。ただ病院局におきましても、院内におけるコミュニケーションの確保に

つきましては極めて重要なことと考えた上で、例えば総合案内所あるいは受付については

携帯の筆談器を設置するということを行っております。さらに病棟の中でもドクターそし

て看護師の方がその筆談器を活用して、意思疎通を十分に図れる状況を整えているという

ふうな報告がございました。なお、対応するスタッフに対しまして、手話を含めた研修に

ついては、しっかりと今後とも行ってまいりたいというふうなお話もございました。徳大

病院につきましてはちょっと承知してない部分でございます。

長尾委員

　基本的には手話通訳者を設置していないということであります。そういう中で全国的に

公立、県立とか市立の病院で、この手話通訳者を設置している病院がふえてきております。

もちろん事前にファクスなんかで予約をして、その日その時間に手話通訳者を用意すると
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いう方法もありますけれども、しかし急患や別に事前にない方でも来るわけでありまして、

そういった際に今の話の携帯筆談器とか、それはもう最低限のことであって、それでスピ

ードとかというものに対応できるかというとそうではない。医者も看護師も困る。やはり

そこにきちんとした手話通訳者がいて、的確な対応ができるというのは大事でございます。

そういう中で常時その病院の時間帯でいるということがベストでありますけれども、場合

によっては曜日を決めるとか、もちろん通常のファクスなんかで予約があった場合は対応

できるようにするとともに、曜日を決めるとか、もしくは交代制でするとかいろんな取り

組みが考えられるのではないかと。

　少なくとも、今回、総合メディカルゾーンというのであれば、今のような答弁で徳大で

やっているかどうか知らんというようなことではとてもゾーンとは言えない。だからこの

ことについては、建物ができてもそこで行われる内容がレベルアップしないと意味がない

わけでありまして、だからこの際、県立中央病院と徳大病院が相談して、この聴覚障害者

の方々に対応する体制を検討すべきで、できれば常時設置するといったことを目標におい

て、私は早急に双方の話し合いをしてこそ総合メディカルゾーンにふさわしい体制と言え

るのではないかと、このように思いますがいかがでしょうか。

田中障害福祉課長

　今、長尾委員から徳島大学病院と県立中央病院の総合メディカルゾーンを通じたソフト

面での一体性という面で、特に聴覚障害者に対するコミュニケーション支援の話がござい

ました。今お話のあった部分につきましては、聴覚障害者にとってのコミュニケーション

というのはまさに命の綱でございます。そういった意味で命を大切にする、安全・安心の

最後のとりでであります病院に対しましても、我々といたしましては障害福祉担当部局か

らしっかりと情報を提供して、そういった取り組みを促してまいりたいというふうに考え

ております。

長尾委員

　この件は了としたいと思います。これは、病院局はここにいないので、その点ここのト

ップの保健福祉部長のほうから病院局長とも話をして、かつ大学とも話をして、これは前

向きにやるのかどうかだけ、決意だけ聞きたい。

小谷保健福祉部長

　私も３月３日、耳の日に街頭で啓発に参加させていただきました。聴覚障害者の方にと

っては、通常の音声言語ではなくて手話が一つのコミュニケーションの大きな手段である

ということを改めて感じたところであります。ただいま長尾委員からの分につきましては、

新しい県立中央病院また総合メディカルゾーンが全体としてユニバーサルデザイン、こう

いう精神に基づいて、だれにとっても優しくて強い病院ということで中央病院も目指して

おりますので、ただいまの件につきましては病院局としっかりと協議して、前に進むよう

に取り組んでまいりたいと考えております。

長尾委員
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　今の部長の御答弁で了としますが、ぜひ早期に大学と話をしていただいて、早期に実現

できるように要望しておきたいと思います。来年の耳の日にまた言わなくちゃいけないな

んてことのないようにしていただきたいなと、このように思うところでございます。

　関連しまして、今回知事の所信の中にもありましたが、災害時等に徳島県の社会福祉協

議会にボランティアセンターを設置していろいろ支援をすると、こういった話がございま

した。そういう中でやはり聴覚障害の方また視覚障害の方、いろんな障害の方がいらっし

ゃいますけれども、特に聴覚障害の場合は手話通訳、要約筆記者、触手話、また聾の方は

介助員とか、いろんな支援者が必要だと。そういった方々が、いざ災害があったその当該

市町村、例えば手話通訳とか要約筆記というのは市町村が育成したり、市町村が登録した

りするというのが常だけれども、しかしその当該市町村がやられた場合にほかの市町村か

ら応援に行くと。こういうシステムをつくっておかなくちゃいけないというふうに思うわ

けでございまして、ぜひいろんな避難所における支援制度、ネットワークに加えて、県が

いろいろ災害協定を結んでいるけれども、やはりこうした手話通訳、要約筆記者、さらに

は触手話、さらには介助員、そういった方との災害協定を結んで、徳島県社会福祉協議会

のセンターの中にきちんと位置づけるべきではないかと思いますが、この点はどうでしょ

うか。

田中障害福祉課長

　障害者が被災する際に要援護者の支援団体と県とが協定を結ぶ必要があるのではという

御質問でございます。私ども、要援護者対策といたしましては、少しさかのぼりますけど

も平成16年の３月でございます、委員も御承知かと思いますけれども、災害時の要援護者

支援対策マニュアルというものを実はつくっておるわけでございます。その中で災害対応

能力の弱い災害時の要援護者の方々への支援のあり方、そして支援の体制をどういうふう

に組み立てていくかということをマニュアル化しております。平成23年３月11日の東日本

大震災を受けまして、その内容についてより実効性が高まる改訂を行ったところでござい

ます。そのマニュアルの中でございますけれども、一部御紹介いたします。災害時の要援

護者支援対策の体制整備という項目がございます。そして、その中の関係団体等との協力

関係というのを結ぶ項目がございまして、その中には日ごろからこれらの関係団体と連携

をとり、災害時における協力体制を確立していくことが必要であるというふうに書いてい

るところでございます。

　さらに我々、東日本大震災の教訓をもとに医療と保健と福祉分野の災害時のコーディネ

ーターというのを設置しております。具体的に障害者ということになれば介護福祉コーデ

ィネーターということで、私、障害福祉課長も県庁の総括ということでございます。それ

ともう一名は長寿保険課長の志田でございます。そういった県庁の総括とともに各圏域、

東部圏域、南部圏域そして西部圏域にそれぞれチーフコーディネーターを設置して、広域

的な調整、例えば福祉避難所が設置されたときに、それを支援するボランティアの方々が

どういう動きをすればいいか、そういう広域的な必要性が生じたときの調整を行うという

ふうにしているところでございます。

　その中で今、委員からお話がございました例えば手話の関係者、関係団体につきまして

も、これは私が所掌しておりますので、私のほうから各団体に対しまして、例えば阿南の

－ 30 －



平成25年３月６日（水）過疎・人権対策特別委員会（付託）

ほうでどうしてもこういう支援が必要ですという話を丁寧に申し上げるということで、ま

ず我々考えますところは、日ごろからの連携といいますか、話し合いが必要ではないかと

いうふうに考えているところではございます。ただ、委員からお話がございました協定に

つきましても、昨年６月でございますけれども、社会福祉施設等６団体と災害時の相互応

援協定というのを締結しているところでもございます。私どもといたしましては、発災の

際にいかに有効に機能するかという観点と、それと障害当事者の意向等を確認しながら、

そういったものも視野に入れて取り組みを進めてまいりたいというふうに考えている次第

でございます。

長尾委員

　今、田中課長のほうから御答弁がありましたが、ぜひそういったことが有効に機能する

ようにふだんの関係団体との交流、意見交換をしっかりしていただきたい、このように思

います。

　次の質問ですが、先ほども池田の特別支援学校の話がございまして、県外の方も来られ

ているというような話であります。本県も特別支援教育については大変力を入れておられ

るわけでありますが、そこで、そういう特別支援教育の生徒さんたちの寄宿舎でお世話す

る寄宿舎指導員という方がいると思うんですが、現在この寄宿舎指導員というのが何箇所

で正規が何名、それから臨時の方が何名いるのか教えてもらいたい。

松山教職員課長

　ただいま長尾委員さんのほうから特別支援学校の寄宿舎における指導員の数について御

質問いただきました。現在、県下の盲学校・聾学校・板野支援学校・国府支援学校、この

４つの学校に寄宿舎を設けております。寄宿舎指導員の数でございますけれども、平成24

年度で言いますと、正規が26名、いわゆる期限つきの臨時の方が25名というふうなことに

なっております。

長尾委員

　今お話の正規の26名の年齢、年代別内訳を教えてもらいたい。50代が何人、40代が何人、

30代が何人、20代が何人。

松山教職員課長

　年齢別に、正規の方は26人ですけれども、そのうち50代が６名、40代が15名、30代が５

名ということになっております。

長尾委員

　50代が６名、40代が15名、30代が５名、20代がゼロと、こういうことだね。それで今後

こういう特別支援を必要とする児童のお世話をするこの寄宿舎指導員、これはやはりいろ

んなノウハウを持っておかなくちゃいけないと思うし、今後この50代の方等も随時退職さ

れていく。そういう中にあって、やはり継続的なお世話ができるためにはこの寄宿舎指導

員の採用ということが必要となってくる。この寄宿舎指導員の採用試験というのは直近で
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いつやったのか、そして今後いつやる方向なのか教えてもらいたい。

松山教職員課長

　寄宿舎指導員の採用のことについて御質問いただきました。長尾委員さんおっしゃった

とおり、寄宿舎の指導員の職務といいますのは寄宿舎における生活指導、その他で大変重

要な役割を担っております。直近では平成17年度に採用試験を実施いたしましたが、それ

以降は実施できておりません。かねてより、このことについては検討してきたところでご

ざいますけれども、今後、盲学校・聾学校の併置に伴って寄宿舎が１つになるというふう

な中で、その寄宿舎指導員の定数状況を見きわめた上で検討したいと考えております。

長尾委員

　17年といえば今から８年前。８年前に採用試験をやって、多分この30代の５名というの

が対象なのかなと思うけど、少なくとも８年たっているわけで、今回、盲・聾の特別支援

学校ができる。その中で今後さらに特別支援教育の充実を図ると、こういう観点からすれ

ば、やはりこの盲・聾の学校、その状況を見てというお話ではあるけれども、間違いなく

これは、将来50代の人はやめていくわけだから、この20代の続く方々の人材育成というよ

うなことを考えたときに、私はやはりこの25年、26年ぐらいには採用試験をして、しっか

りとした人材の流れをつくっていくべきだと、このように思いますけれども、この点につ

いて課長の上の方、どなたかお考えを聞かせていただけたらと思います。

佐野教育長

　長尾委員のほうから寄宿舎指導員の採用というふうなことで、経験それからベテランの

方が多いということで、過去８年間実施していない、今後の見通しということですけども、

御指摘のとおり当然定年がございますので、それについては早めていただくというふうな

ことと、この再編を見通した上で早期に必要な対応をとっていきたいというふうに考えま

す。

長尾委員

　県の職員の皆さんもそれぞれうまく県民へのサービスが低下しないように、そういう長

期的な人材の配置ということが求められているのと同じように、やはりこの寄宿舎指導員

についても大変大事な方々でありますので、ぜひ早期に私は採用試験を実施すべきだと重

ねて強く指摘をさせていただきたいと思います。

　それから次に、本会議で私は生活保護世帯の生徒に対する学習教室の開設、これは貧困

の連鎖を防ぐということで申し上げました。答弁では生活保護世帯の調査をして、その結

果を見て効果的なことを考えるというような中で、質問した25日の翌日26日に、熊本県で

既に学習教室を実施しているそういう担当者を招いて研修会をやるというような答弁でご

ざいまして、今後、学習教室の開設について前向きな検討をするというような御答弁だっ

たかと思いますけれども、その26日の熊本県の担当者の研修を受けて、徳島県として具体

的にどのように考えているのか、教えていただきたいと思います。
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大西地域福祉課長

　今、長尾委員のほうから、26日の研修を受けて今後どのように学習教室の開催に取り組

んでいくのかという御質問をいただきました。この26日には熊本県のほうから担当者２名

の方にお越しいただいて、福祉事務所の指導員を初め、職員等での研修会を開催し、熊本

県の取り組みをお聞きする中でいろんな意見交換もさせていただきました。非常に有意義

な研修会だったと思っております。こういった研修会も通じまして、徳島県として本県の

実態にあった学習教室の開催ということでどういった開催方法ができるか、そのあたりは

昨年10月に設置した若者生活支援企画員室がございますので、ここで十分協議、検討を重

ねながら、引き続きどういった方向でできるか、今後さらに検討を進めてまいりたいとい

う状況でございます。

長尾委員

　先日、私は埼玉県に行ってまいりまして、埼玉県の生活保護世帯の生徒に対する支援の

あり方、事業名は長いんですけど、短くした表現でアスポートという、あすを支えるとい

うアスポートというような表現で３年間取り組んで、このたび本まで出して 240 万人の生

活保護時代に埼玉県が率先して取り組んだと。１つ目は学習支援、２つ目には就労支援、

３つ目には住宅支援、こういう３点。先ほどお話のあった住宅支援のようなこともござい

ましたが、学習支援の中で大変な成果を上げておられると。埼玉県下では各福祉事務所で

全部このことを実施すると。場所は老健施設なんかでやって、ОＢ教員の組織とタイアッ

プして、そのＯＢ教員が県下の44だったかな、大学の学生、そういった人たちに教育をし

て、先生と大学の学生が一緒にマンツーマンでいろんな生徒さんを教えると。もちろんＯ

Ｂ教員は家庭訪問をして、来るのを待つのではなくて、みずから出かけていってきちっと

やると。そういう中で老健施設でやると、そこの老健施設に入所している高齢者の方々が

自分の孫のように接して激励もする。また、その生徒さんは自分もおじいさん、おばあさ

んと一緒に住んでいる子ばかりじゃないから、そういう中で高齢者の方々への対応とか接

し方とかそういうものを学んでいく中で、大変向上心ができておると。

　 300 名ちょっとの中で、二百九十何名かが高校進学を果たしたというような実績も言っ

ておられましたけれども、間違いなくこれは、埼玉県さんなんかの話を聞くと、貧困の連

鎖を防ぐ意味で、この学習教室の開設は大変効果があるというようなことを自信を持って

語っておりました。そこにいくまではなかなか苦労があったようでありますけれども、ぜ

ひ今回、この生活保護に対するあり方が議論されている中で、徳島県としてもやはりこう

いう先進的な事例はしっかり熊本県さんから学んでやっているということですが、できれ

ば一日も早く開設を私は望みたい、このように思うわけでございまして、これについても

課長さんの上の方の決意を聞かせてもらいたい。

吉田福祉こども局長

　生活保護家庭の子供たちに対する学習教室の開催ということで、この部分につきまして

は、先ほど課長のほうから10月に設置した企画員室のほうで今議論をしていると御説明さ

せていただき、引き続き議論をするという話もさせていただきました。先月26日に県下の

福祉事務所の職員、教育委員会の方も御参加いただきまして、学習教室に既に取り組んで
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いる熊本の方の御講演、そして相談もさせていただきました。その中でプライバシーの保

護、会場の確保、保護者の理解、そしてボランティアの確保といった形の大きな課題が確

かにあるというお話、始まって半年程度でございますので、そういう課題はあると。ただ、

この事業については有意義な事業だというふうなお話も確かにいただいておりますので、

先ほどの企画員室、さらには県下の福祉事務所と私どもの会合もございますので、そうい

うところでもできれば議題にしていって、しっかり前向きに検討していきたいと思ってお

ります。

長尾委員

　お聞きしたら、埼玉県内の県と協定を結んでいる大学、その大学の学生さんがボランテ

ィアで参加する。もちろんＯＢ教員の場合はそれなりの報酬があるわけですが。もちろん

交通費とかは出るんだけれども。そういう中で教育ということについて学生さんに対して

もすばらしい効果が出ておる。それもちゃんと単位に入れるような形で取り組んでいる。

だから今、徳島県でも県議会なんかも地元の文理大学とか四国大学とかと包括連携協定を

結んでやっているけれども、県内の大学なんかとも連携をとって、学生時代にそういう現

場をしっかり踏まえた、単に教員になる前に何か行くっていうんではなくて、そういう生

徒さんとしっかり接するということが、かかわった学生さんたちにとっては大変な効果が

あるし、また教えられるほうもいい人間関係ができるっていうことも聞いておりますので、

ぜひこれ早期に実現させていただきたいと、重ねて要望しときたいと思います。

　最後に、先日も徳島県が障害者の方々の授産施設で生産する製品の平均月額工賃といっ

たことについて私も取り上げたんですが、三好地域で障害者の方々が高齢者の方を訪問し

てそういうものを届ける。さらには安否の確認をする。こういう全国で初の取り組みとい

うことで大変注目しているわけでございますけれども、特に過疎地での事業ということで

は、これが成功すれば大きく全国にも影響するんでありましょうし、またこれはぜひ三好

で成功させていただいて、三好だけじゃなくて県内の過疎地っていっぱいあるわけで、そ

こでもこうした取り組みを順次、早くやってもらいたいなと。そういうことによって、過

疎地の高齢化対策さらには障害者の月額工賃とか、そういう社会的自立等にもつながって

いくという意味で、三好だけでやるわけですが、この後の計画についてはどのような考え

を持っているのか教えてもらいたいと思います。

田中障害福祉課長

　委員から御紹介ございました平成25年度のゼロ予算事業でございます。障害者が繋ぐ地

域の暮らし“ほっとかない”事業というふうに我々呼んでいるわけでございますけれども、

もともと三好市の箸蔵地区でございます。そこには御老人とか援護が必要な方たちをほっ

とかないで支援していこうというような、非常に我々としてもありがたい風潮といいます

か、風土がございました。その中で実はこの事業が始まりつつあるといった背景がござい

ます。具体的には、先ほど委員のほうからも御紹介がございましたけれども、授産品、特

に箸蔵地区の授産施設におきましてはお弁当をつくるのが非常に得意といいますか、カロ

リー計算もできて品質的にも味的にもいいお弁当ができるということで、そのお弁当を箸

蔵地区の特に北山地区という部分でございますけれども、限界集落が大体５から10ござい
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ます。そちらに配って、ひとり暮らしの御老人の方でありますとか夫婦でお年寄りの方で、

なかなか買い物に行けない方を支援していこうというふうな取り組みを考えているところ

でございます。もともとそういった素地がございましたので、我々があと準備するものと

いえば、お弁当を配りに行くような例えば車でありますとか、さらにはお弁当をつくると

ころの台所回りの改修でありますとか、そういったものに対して県としては既に支援を行

っているところでございます。

　４月以降、順調に立ち上がるということを前提に、私どもといたしましても、県内の限

界集落の率というのは非常に高うございますが、恐らく授産商品をつくれる施設、その限

界集落付近にも今少し計算した範囲では10ぐらいはあるのではないかと考えております。

その10の施設が例えば10集落を救うだけでも、将来の機会費用というのは大幅に減少する

というふうに考えておりますので、そういった例えば南部圏域への展開とか、具体的には

まだこれからではございますけども、施設等を絡めて具体的な展開を年度早々に検討する

とともに、我々新しいモデルとして国の実証実験のほうにも手を挙げてまいりたいという

ふうに考えているところでございます。

岡田委員

　２点、３点くらい質問させてもらいたいと思います。まず、午前中にもすだちくんメー

ルの話が出てたんですけども、また昨日の文教厚生委員会のときにも保健福祉部さんのほ

うへの要請ということで、すだちくんメール、ＰＭ 2.5 の情報開示という部分での取り組

みのほうを伺わせてもらったんですけど、この委員会では担当の部署がありますので、そ

の部署のほうに聞きたいと思います。先ほどすだちくんメールのところを調べてみました

ら、徳島県庁のホームページ、トップページからすだちくんメールのアイコンがあって入

っていけるんですけど、そこに携帯電話とパソコンを御用意くださいっていう書き方をし

ていて、私はまだ携帯電話なんですけど、今スマートフォンの普及率が非常に高くて、も

う一つ高齢者用のスマートフォンっていうか、使いやすいスマートフォンというのができ

たので、結構、世代関係なくスマートフォンの普及率が上がってるんですけど、スマート

フォンの対応はどうなっているんですか。

妹尾県民環境部長

　すだちくんメールのお話でございまして、携帯電話といいますのはごく普通の携帯電話

でございます。それだけではなかなか登録できないと。ただしスマートフォンとかパソコ

ンがあれば携帯とあわせて登録ができると、そういうふうになっております。

岡田委員

　スマートフォンからそのまま入っていけるようになってるんですね。それだったら、ス

マホの方、大丈夫ですというふうな一言、文言っていうのもぜひ。画面が開いたら登録で

きるのでスマートフォンの方は登録できると思うんですけど、私もあの画面を見たらパソ

コンと携帯と両方なかったらできないと思ってしまったので、そのあたりの注意。せっか

く、すだちくんメールを活用して情報発信をされるのであれば、そこまでぜひ配慮してい

ただきたいなと。これは要望させてもらいます。
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　それともう一つ、すだちくんメールの話なんですけど、災害の警報が出ましたっていう

情報伝達であったり、若干タイムラグはあるんですけども、どこにいながらでも携帯電話

またスマートフォンのほうにメールが来るっていうことで非常に便利だということと、今、

環境問題っていいますかＰＭ 2.5 の問題で、すだちくんメールでそのタイムリーな情報を

流すっていうことになってますんで、ぜひそのすだちくんメールへの登録のキャンペーン

といいますか、ちょうどこの４月で皆さん新入社員になったり、先般徳島大学で入試があ

って、かなり道が込んでたんですけども、徳島に来てくださる転入者の人がふえると思い

ます。それで、ちょっとさっきネットで調べてたんですけど、新社会人の方で70％強くら

いの方がスマートフォンを利用されているっていうことになってますので、ぜひこの機会

にすだちくんメールの登録、社会人になったらすだちくんメール登録とか、徳島の大学に

入ったらすだちくんメール登録とか、それぞれの関係機関と連携しながら、また商工会議

所さんとか商工会さんとかとも連携をとりながら、ぜひすだちくんメールの活用、普及と

いうのを進めていただきたいなと思うんですけど、いかがでしょうか。

妹尾県民環境部長

　すだちくんメールにつきましては委員からお話がありましたように、災害、地震速報で

すとか、津波速報、それから食の安全・安心情報メールとか多種の登録があって、関心が

あることが送られるような仕組みになっております。この全体については危機管理部が所

管しておりますが、今回ＰＭ 2.5 につきまして、このすだちくんメールで配信できるとい

う手続をとっていただいたら、その情報が入ってくるという改定を行ったところでありま

して、現在調べてみますと約２万件くらいの登録があるようでございますので、有用な情

報がまさしく詰まって、安全・安心に役立つという認識のもと、危機管理部だけでなく全

庁を挙げて推進をしてまいりたいと思います。

　それと先ほど古田委員からも御質問があって、学校のというお話があったものですから

お答えできなかったんですが、パソコンとか携帯とか、そういうものを活用されていない

高齢者の方とか、そういった方への情報につきましても、さきの総務委員会で中山委員か

ら県庁のコールセンター、電話で問い合わせて即座に対応できるようにしたらどうかとい

うふうなお話をいただきまして、それは早速対応するようにいたしまして、コールセンタ

ーにかけていただいたら携帯電話とかパソコンとかお持ちでない方にも即座に答えられる

ような、そんな対応もいたしました。

　また、より広く知っていただくためには、やっぱりマスメディアが重要でないかと思い

ますので、そのあたりについても情報提供して御協力いただけるように、今まさしく要請

しておるところでございますので、そういった情報が県民の方へスムーズに、またわかり

やすく幅広く伝わるように、一生懸命取り組んでいきたいと考えております。

岡田委員

　ありがとうございます。ただ２万件っていうのは多いか少ないかわかりませんが、多分

ごっつい少ないですし、県庁の職員さんが 3,000 人おったとして、学校の先生が 8,000 人

おったとしたら、その人数分くらいなのかなと思ったりもするし、また警察の方とか県職

員さんだけでもその２万人の数余るんではないかと思うので、まずは県庁内からの取り組
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みといいますか、身近なところから取り組んでもらうとともに、情報が必要な方に情報発

信をしてますよという一方通行じゃなくて、受け取ってもらうための努力っていうのはぜ

ひしてもらいたいと思いますので、ここの部署全員、ほとんど全部の部署が入ってますの

で、各部署でそれぞれ取り組みをしていただけるように要望してもらいたいと思います。  

徳島県、南海トラフ地震のやはり危機管理の部分での取り組みっていうのは一生懸命され

てても、結局受け取ってもらう方に情報が伝わらなければ何ぼ情報発信しても意味があり

ませんので、ぜひ受け取ってもらえる努力っていうのを重ねていただきたいと思います。

ぜひお願いしたいと思います。

　それともう一点、今回も岩丸先生が質問もされましたし、我が会派はダンクソフトさん

のほうへ視察も行かせてもらったんですけども、サテライトオフィスの展開っていうこと

で、３月４日にあしたのチーム三好ランドっていうのが開設されたと思うんですけど、今

現在、何企業さんが徳島に入ってきてくれている状況なんですか。

窪集落再生室長

　岡田委員のほうからサテライトオフィスについての御質問をいただきました。サテライ

トオフィスの展開につきましては、昨年３月に策定いたしました集落再生プロジェクトの

中核的な取り組みの一つというふうなことでございますけれども、現在までに神山町で９

社、美波町で２社、三好市で先生からお話がございました１社、合計12社の企業が県内で

オフィスを展開いたしているところでございます。

岡田委員

　ありがとうございます。その企業さんは全部東京からなんでしょうか。出身といいます

か、来ていただく前の、今もオフィスはあると思うんですけども、その場所はどこが多い

んですか。

窪集落再生室長

　委員のほうから、企業がどこから展開されているかというふうなことでございましたけ

れども、当初は東京のほうから展開の企業が多かったわけでございますけれども、このた

びプロジェクトをリードいたしますＩＣＴの企業に加えまして、映像関連の企業が３社展

開してきたところでございますが、この中の１社につきましては関西圏のほうから初めて

徳島県のほうへ進出されてきたところがあるといった状況でございます。

岡田委員

　12社分の１社が関西で、あとの11社が関東というか東京エリアからですね。それで実は

サテライトオフィスさん自体には、昨年の会派の質問の中で重清先生がおっしゃってた中

に、サテライトオフィスさん自体の地域の活性化・地域再生の役割という部分と、その地

域にスポットを当てた物産品の販売の支援につながりませんかっていうのを多分昨年、会

派のほうで質問させていただいてたんですけども、その話の詳細は、やっぱりサテライト

オフィスで徳島県に企業を持って来ようかと思っていただいた皆さん方は、実は都会に疲

れている方がいらっしゃるというのが主であって、今回サテライトオフィスの皆さん、こ
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の間の視察での話によりますと、やはり川の中でパソコンを持って仕事をしているあの映

像がインパクトがあって、徳島県っていう知名度が上がりましたよっていうような、すご

くヒントをくださっているんですね。自然の中にありながら一番最新のハイテクで仕事が

できるっていう環境は徳島県以外にありませんとまで言ってくださっているこの状況にあ

るのをフルに活用して、ぜひ今、集落再生でわざわざ皆さんが神山であったり、三好であ

ったり、伊座利であったりに行ってくださっているので、そこの部分の物産品。徳島スー

パーブランドっていう徳島ブランドの売ってる部分は、メジャーな物ばかり一生懸命売ろ

うと徳島県はされとんですけど、そうでなくて過疎地域のおじいちゃん、おばあちゃんた

ちがずっとつくり続けてきている、そこでないとつくれない物っていうのがあるんですね。

　実は先般、去年、おととしかな、木屋平に行ったときに、ちょうどクリのあんでつくっ

たクリのもちっていうのをおばあちゃんがつくってくれて、私、鳴門の者でも初めて見た

んですけど、木屋平だったらクリの森がいっぱいあるからクリしかないんよという話なん

ですね。クリしかないから、クリのあんこをわざわざつくって、クリの入ったおもちをつ

くって、おばあちゃんはこんなんでごめんよって言うんですけど、私らにとったら見たこ

ともないし、食べたこともないし、こんな手間暇かけて。クリって大体、皮むいてからゆ

でてあんこにするまでどんだけ手間暇かかっとうかって考えただけで気が遠くなるぐらい

の手間かけてくれとんやけど、その手間は全然自分の価値に入ってないんですね、そのお

ばあちゃんの。そのおばあちゃんにとっては、せっかく遠いところ来てくれたのに、こん

なんしかなくてごめんねって言うんですけど、結局はそのクリのあんこの入ったおもちっ

ていうのが、徳島県の本当のスーパーブランドといいますか、隠された宝物ではないかと

思うんですけども、私としてはその過疎の地域にぜひスポットを当てて、都会から来ても

らった方たちの洗練された感覚と合わせて、もう一度全国に売り出していくっていう過疎

ブランドのスーパー化っていうのに力を入れたらどうかと思うんですけど、いかがでしょ

うか。

丸谷企業支援課長

　サテライトオフィスのＩＣＴ関係の企業の進出を機に、地域経済をどう活性化していく

かというような御質問かと思います。我々商工労働部といたしましてもこのプロジェクト

に参加いたしまして、地域振興総局と一体となって支援しているところでございます。そ

ういったことで我々の持っております補助金を利用いたしまして、そういった企業が徳島

で長く活動していただくようにということで、補助金を支出させていただいておるところ

でございます。委員おっしゃいましたように、これからそういったサテライトオフィスを

より多く誘致するということはもとより、そういった誘致した、徳島に来られた企業さん

にいかに徳島を売っていただくか、あるいは徳島の地場の企業、地域の人たちといかに連

携して、新たなビジネスを創出していただくかということが、これからの大きな課題とな

っておると考えております。

　そういったことで、来年ちょうどサテライトオフィスに限らず、そういったクリエータ

ーの方々と地域との連携を視野に入れた新たなプロジェクト事業も、商工労働部として新

規事業として取り組むこととしておりますので、そういった中で地域と融合した新たなビ

ジネスというものに取り組んでまいりたい。そういったことで地域経済あるいは雇用の創
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出に結びつけてまいりたいというふうに考えております。

岡田委員

　ぜひその視点の中にもう一つ、過疎の地域のおじいちゃん、おばあちゃんたちが今元気

におるから守られてきているものってあるんですね。今何でこんな話をするかというと、

話ちょっと飛びますけど、最近ＮＨＫで恋する雑貨たちってＢＳでしているのを知りませ

んよね、知ってますか。それで世界中の雑貨を紹介しているんですね。私はすごい雑貨が

好きなので20年ぐらい前から皆ではまっていた雑貨が今やっとブームになってきていると。

その背景には何があるんかなと自分的に分析すると、パソコンが普及して今書道が見直さ

れてきてます。ということは、結局機械化されていくと、より人間的な物のほうが価値が

ある時代になったのかなと思うんです。

　何で過疎のおじいちゃん、おばあちゃんたちの物にもっと価値を見出して売り込んでい

ってほしいかというと、手作りの物、世界に１つしかない物、おじいちゃん、おばあちゃ

んが手間暇かけて、時間をいとわんでつくってくれた物というのを、売りたい物を売るん

ではなくて、売りたくない物でも買いに行きたいっていうような、そういうふうな物をぜ

ひ売ってもらうことによって、その過疎の地域の伝統で守られてきた祖谷のお芋さんであ

ったり、さっきのクリのおもちであったり、そこでしか多分伝わってきてない物っていう

のはたくさんあるし、徳島県内狭いようで広いようでっていうか、それぞれの地域でない

と食べられない物はたくさんありますので、そういう物にスポットを当てて、ぜひそのサ

テライトオフィスの皆さんたち、クリエイターさんたち、それこそＩＴを使うとすぐに全

国発信、世界発信していけますので、そういう物をぜひ取り上げていただきたいのととも

に、そのおじいちゃんたちの後継者が育っていけるような仕組みづくりっていうのもぜひ

検討してもらって、そのサテライトオフィスの方が一過性ではなくずっと継続して、徳島

っておもしろいところで、まず導入部はＩＴのほうのブロードバンド化が進んでたので、

徳島っておもしろいよって来てくれたんだけど、実際来た方たちが言うのはみんな、徳島

ってすごいおもしろいし、文化が深いし、いろんな切り口があってすごいですねっていう

話をたくさん伺わせていただくにつけ、それぞれの私たちが見落としている価値っていう

のは、多分外から入ってきた方たちのほうがわかりますんで、特にクリエイターの皆さん

非常に敏感ですし、美的なもののセンスも非常にいいですので、ぜひその方たちとの共同

プロジェクトという中に、販売目的でしたら多分採算とれんだろうけど、この価値は絶対

あるよっていう一点物っていうことでの売り込みの仕方というのも考えてもらって、過疎

の地域にスポットを当ててお願いしたいなと思うんですけど、いかがでしょうか。

窪集落再生室長

　委員からお話がございました過疎地域での産物を発信していくというようなことにつき

ましては、地域の産業振興といった面でも非常に重要な事項だというふうに考えてござい

ます。まず県内では実は１月に大手量販店のほうで、そういった県内の地域の産物を持ち

寄っていただきまして、28の事業者の方に即売会をしていただいたところでございます。

ＩＴ企業関係のお話で考えますと、現在進出いただいている企業の中でオンラインショッ

プを検討いただいているというふうなところもあるところでございます。委員の御提案の
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趣旨を踏まえまして、今後もそういった活動を進めてまいりたいと考えてございますので、

よろしくお願いいたします。

岡田委員

　ぜひお願いしたいと思います。今、手工芸っていうのが女の人だけじゃなくて男の人に

もはやってまして、やはり社会が進化していくと人間は人間らしく原点に返っていくのか

なという。それともう一つは多様化している部分があって、買う側の人、選ぶ側の人が選

択できるっていう環境も整ってきていると思いますので、それは多分、大量につくること

は不可能だと思いますけど、大量じゃない分、１個の価値が非常にありますので、そうい

うところの見直し。１個しかないから売れんよねじゃなくて、１個もあったら売れるわけ、

そのものがあれば売れるわけなので、それをぜひ、過疎の皆さんがつくったぬくもりのあ

る商品という付加価値をつけてもらって、それともう一つ、絶対その商品しかないですよ、

世界に１個だけですよっていう部分もＰＲできるように。

　ただ単に１個の物をオンラインショップで売ったところで買ってくれる人はいないので、

そのストーリーというか背景が絶対に、それは過疎の商品のみならずすべてにそうなんで

すけど、やっぱりそのストーリーをつけて、それこそ天空のサラダは、池田のおじいちゃ

ん、おばあちゃんがつくったのはこれですっていうような自然背景、それを見たら、そこ

の自然が思い浮かぶぐらいのキャッチフレーズをつけながら売ってもらうっていう戦略こ

そが、過疎の皆さんが元気になっていく。おじいちゃん、おばあちゃんがこんなんでも皆

が喜んでくれるんやって思って、気づいてもらうことによって生きがいにもつながってい

きますので、ぜひお願いしたいなと思います。それで商工労働部さん、売り込んでもらえ

ますか。

久住商工労働部副部長

　今、委員御指摘のとおり、本県、サテライトオフィスというキーワードで、とりわけ神

山を初め、過疎地域が大いに注目を浴びてきていると思います。これを機会にぜひ、課長

等がお答えしましたとおり、単に県外のそういったＩＴ企業が集まってくるというだけで

なくて、その地域がなぜ注目されているのか、その点を大いにアピールしまして、例えば

本県毎年２回ほど東京・大阪でビジネスフォーラムをトップセールスしてございます。そ

ういったところにもぜひ一緒に参加していただきまして、徳島のよさを出していただく。  

そこで同じように物産品もおっしゃったようによさを売り出していく。ひいては観光にも

アピールをしていただけるというふうにしまして、今徳島はこの平成26年、高速ネットワ

ークが非常に進む中で大いに交流が盛んになっていく時代ということでもございますので、

ぜひＩＴ企業が集まるこの機会を逆にとらえまして、徳島からの情報を都市部に出してい

くという観点を大いに持って、今後、物販を初め、観光、地域、過疎を徳島の強みとして

売り出していきたいというふうに思っております。

古田委員

　障害者の法定雇用率がこの４月１日に改定されて変わるわけですけれども、今現在は徳

島県それから県教委も皆それぞれ達成しているわけですけれども、今後の改定に向けてど
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のように取り組んでいくのかだけお伺いして終わります。

新居労働雇用課長

　障害者の雇用促進についてということでございます。委員おっしゃいましたように法定

雇用率については、民間企業についてはこの４月から、来月になりますけど２％というこ

とになります。本県の法定雇用率、最新で言いますと1.68％ということで達しておりませ

んので、一層障害者の雇用促進に向けては取り組んでまいりたいというふうに考えている

ところでございます。その一つといたしまして昨年10月には障害者の雇用促進条例という

のも設けました。全国でも大阪府に続いて２例目というようなことでございますので、こ

ういったところ、条例の趣旨を啓発していくとともに行動計画等を作成いたしまして、雇

用促進に向けて取り組んでまいりたいと考えております。

松山教職員課長

　教育委員会のほうといたしましては、本年度雇用率2.03％で24年度における 2.0 ％は達

成しておりますけれども、今後引き上げられまして 2.2 ％となっていくこととなっており

ますので、今年度末で教員のほうでも障害者特別選考によって手帳を持たれる方も採用も

しておりますので、ただ今後できるだけこの 2.2 ％も達成できるように取り組んで、努力

はしてまいりたいと考えております。

藤田委員長

　ほかに質疑はございませんか。

　（「なし」と言う者あり）

　以上で質疑を終わります。

　次に請願の審査を行います。お手元に御配付の請願文書表のとおり、１件となっており

ます。請願第16号「乳幼児医療費助成の拡充について」を審査いたします。本件について

理事者に説明を求めます。

小谷保健福祉部長

　請願第16号について御説明させていただきます。

　①の乳幼児等医療費助成制度の対象年齢につきましては、厳しい経済状況が子育て家庭

を直撃していることにかんがみ、平成24年10月から対象年齢を小学校修了まで拡大いたし

ております。

　②の自己負担につきましては、厳しい財政状況のもと、広く支え合い、将来的にも持続

可能な制度とする観点から、一定額の負担をお願いしているところでございます。また、

所得制限につきましては基準が緩やかなため、子育て家庭の保護者の多くが範囲内となっ

ております。なお、実施主体であります市町村が現物給付を選択する場合は市町村の判断

を尊重し、助成対象といたしております。

　③につきましては、これまでも国に対し、さまざまな機会を通じて乳幼児医療費の負担

軽減を要望しているところでございます。
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藤田委員長

　理事者の説明はただいまのとおりであります。本件はいかがいたしましょうか。

　（「継続」と言う者あり）

　（「採択」と言う者あり）

古田委員

　採択でお願いいたします。

藤田委員長

　それでは意見が分かれましたので、採決に入ります。

　お諮りいたします。本件は継続審査とすべきものと決定することに賛成の方は御起立を

お願いいたします。

　（賛成者起立）

　起立多数であります。

　よって、本件は継続審査とすべきものと決定いたしました。

　以上で請願の審査を終わります。

【請願の審査結果】

　継続審査とすべきもの（起立採決）

　　請願第16号①、②、③

　この際、お諮りいたします。常任委員の任期は本定例会の閉会の日までとなっておりま

すが、我々、特別委員会の委員におきましても、慣例により常任委員の任期に合わせて閉

会の日に辞任することになっております。そこで、辞任の手続につきましては委員長にお

いて取り計らいたいと思いますが、よろしゅうございますか。

　（「異議なし」と言う者あり）

　それでは、そのようにさせていただきます。

　本年度、最後の委員会でございますので、一言ごあいさつ申し上げます。

　まず、委員各位におかれましては、この１年間、終始熱心に御審議を賜り、また議事運

営に格段の御協力をいただきました。本当にありがとうございました。おかげをもちまし

て、大過なく委員長の重責を全うすることができました。これもひとえに委員各位の御協

力のたまものであると心から感謝申し上げる次第でございます。

　また、小谷保健福祉部長を初め、理事者各位におかれましては、常に真摯な態度をもっ

て審議に御協力いただきましたことに深く感謝の意を表する次第でございます。ありがと

うございました。審議の過程で表明されました委員の意見や要望を十分に尊重され、今後

の施策に反映されますようお願い申し上げる次第でございます。

　最後に、報道関係各位の御協力に対しましても深く感謝申し上げる次第でございます。

　時節柄、皆様方にはますます御自愛いただき、それぞれの立場で今後とも県勢発展のた

めに御活躍いただきますことを御祈念いたしまして、私のあいさつといたします。どうも

１年間本当にお世話になりました。
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小谷保健福祉部長

　本日出席しております理事者を代表いたしまして一言、御礼を申し上げます。

　ただいま藤田委員長さんから大変丁重なお言葉を賜り、恐縮いたしております。この１

年間、審議を通じまして、藤田委員長さん、岡本副委員長さんを初め、委員各位におかれ

ましては、過疎・人権関係の施策につきまして過疎地域に常に軸足を置いて、幅広い観点

から種々御指導、御鞭撻を賜りましたこと、心から御礼を申し上げます。本当にありがと

うございました。

　現行過疎法の見直しがいよいよ近く迫ってきている非常に重要な時期が来ております。

また子供たち、高齢者を初めとして、いじめの問題も含めて人権の課題、重要な課題が山

積している現状でございます。これまで委員会を通じていただいた御意見、これをまずし

っかりと踏まえますとともに、過疎地域における現状、ここにはきょうも委員からお話が

ございましたが、そこに住んでおられる方々の安心した生活がある、基盤が安定してこそ、

国土の保全また防災も含めた対応がしっかりできるという御意見を我々職員一同、心に刻

んでこれからの施策の一層の展開に努めてまいりたいと考えているところでございます。

　結びとなりますが、委員の皆様方の今後ますますの御健勝と御活躍を御祈念申し上げま

して、簡単ではございますが、理事者を代表してのお礼のあいさつとさせていただきます。

どうも１年間ありがとうございました。

藤田委員長

　これをもって、過疎・人権対策特別委員会を閉会いたします。（14時50分）
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